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日豪経済の相互依存性の急速夜緊密化.それに伴うい くつかの問題の発生に直面して.オース

トラ7)ア側で､1972年13月､ジ召ン･クロフ*- ド胸(前豪州国立大学総長)を長とし､数

+名に逮する委員からなるJapan-AustraliaBconomi､cRelati,onsResea-

rchProjectが編成盲れ､年1万5千豪 ドル､3カ年継続という政府予算を得て､大規模

を調査研究が開始された.･われわれはこれに対応 しつつ､ しかし日本独自の立場から日本にとっ

ての重点問題をとらえて調査研究すべく､大束佐武郎(前日本経済研究もン､クー鹿事長 ･海外経

済協力基金総裁 )を長とし､小島滑(一棟大学教授 )を主査とする研究チーム･日豪経済磁力推

進プロジ&クト(略称 ･日豪プロジZク ト)を編成し､ 1972年5月から3カ年継続計画の下

に､本格的調査研究活動を開始したO第1年度と第2年慶の研究成果はそれぞれ

商太平洋経済圏の研究窮1巻- El豪経済協力の方途- ､ 日本経済研究センター ･研究報告

JW.30,1973年5月

簡太平洋経済圏の研究第2巻- 資聴問題からみた日豪関係 - ､日本経済研究センター ･研

究報告JK33, 1974年6月

(ほかに上記に対応する･英文報告書2巻)として発費 した0本報告書はわれわれの第3年度

(1974年4月-75年3月)の研究成果をとりまとめたものである.われわれは現在､ 日豪

双方の調査研究をふまえて､政策勧告をねらいとした ｢日豪共同一般報告書｣のとりまとめに腐

心しているOそこでこの ｢総括｣においては､先ず第1に､石油危機以来 ぐらついた感のある日

本経由の長期進路を再検討してみた｡そして第2広 オース トラリア経済の長期進路(それが明

確に首れることを待望 しているe)であるが)を手さぐ少しつつ､われわれの3巻にわたる研究成

果をふまえて､打出されなければをら夜い政策上の問題点を指摘することにしたOそれは日豪経

済のバイうタラルな臥係と､両国の近隣諸国に対する経済協力の協調との二分野にわたっているO

牌次検討,･L､総括に代えたい｡
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1.石油危機のインパク ト

1971年 8月のエクソン新経済政策以来､国際通貨 .餐易体制壮混沌のるつぼに陥れ 新

秩序の再建にあがいている.1973年9月､ガット多角的通商交渉のこユニ ･テクy ドをメ

クー ト卓せ声と.0東京宣言がつげられ､続いてナイロ弓でのⅠ.MF.棒金が鼠か相 野世界経済

秩序形か 去前進が期約 定 その 1｡月∴｡PBd表品に主も嘉 由輸長削表､転格4倍化

の発動となり､いわゆる石油危機が世界経済をおおい､国際通貨 ･通商秩序の再建どころでな

い といった状態に陥った｡ この間､世界的な食塩不足､さらには開発途上国による資源の恒久

主権､海洋法の主張をどのはげLVlつき上げがあり､世界経済はまった く混乱に陥り､1930

年代大不況の再来が懸念された｡

資源原料 .燃料の大部分 と食樋の多 くを海外輸入に依存する日本経済払 .その存立と発展を

おびやかされ､異常ともいえるシマックをうけ､過剰反応を示 した｡まさに危機感におそわれ

たC石油叔キび関連商品だけで浸くトイレットペーパーに至る.まTl売.Dおしみ異V)だめが.横

行 し､ これ.に1974年春斗による3.5%貸上げも加わって､物価は急騰した｡

しかし197.4年碁まで托､さび しい総需要抑制等の下に､石油価格上昇をとり入れた新 し

い物価体系がほほでき止 れ その水準で安定化するちとが期待されている01974年咋急膨

張した石油代金の支払は､巨敵のユーロ･ドルの取入れ(80倦 ドル ぐらい)をらびVCアラブ

からの直換借入れにより切 りぬけた｡ しかしこの種短期借入れは根本的解決策ではなく単をる

支払いの繰延べにすぎをい｡第1年日は借金で切抜けることが許されるとしても,第2年目,

簸3年 目もと繰返 しうるものではない｡結局は､既に徴候があらわれているよう咋､アメ1)カ

や西欧-の出超を生み出し､それによってアラブからの石油やオース トラ))7からの資源の輸

入代金を支払 うようにしなければ在らない｡ このことが石油輸入国全体としての赤字卑 うまく

処理でき夜L̂現状において､ 日本が他の石油輸入国の国際収支を塘乱 しかれらの負担を加重す

ることに走る､そしてこれは日本の新たな侵入､貿易戦争だとの非難を再びまねきかね夜い｡

このことが心配事れているO もうーつの解決は､アラブから生産的目的のための長期投資を誘

引するととであるが,.これは日本が果たさねばならをい海外直接投資と見合 うものであるかそ

れ以下にしか入ってこ希いで奉ろう｡だとすると欧米への出超による全体の国際収支の均衡化

結 日本VCとって避けがたい課題である｡

当面すべては石油問題の解決にかかってい誉ol)

注1)エ少詳細には次で論 じた｡小島清 ｢石油危機 と国際経済｣国際間鰐､1974.9,

夜か次を参照｡KFarmanfarmaian,AOutowski,a.Okita.a V.
RoosaandG.iWilsor7 gEHowOantheWorldAffordOPECOil?"

て草旦工旦Ignヰffai.!･January 1975.
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(I)産油国と消費(輸入 )国の現在のバーダニyクパワーを逆転卓せ､売妙手市場から買い手

市場へ転換専せる心 とが基準であるo これによって石油価格を低下盲せ､余剰オイルマネー

考マネージャブルを顔に圧崩しをければ､問題は解決 しない｡たとえば石油価格は7-8ド

ルに低下させ､産油周の輸入支出150億 ドル､余剰オイルマネー200億 ドル見当狩､と

こ1､ 2年でなるように努力し怠ければ走らをい｡

(2)長期の石油対策としては各席代替エネルギーの開発(石炭のガス化 オイルサンドやシエ

ITルオイルからの石油抽出､原子力発電,太陽熱利用をど)が必要不可欠である｡だがそれ

が大規模に商業生産雀れるまでの盛期ならびに中期 (7- 10年か)の対策として払

a)石油消費節約 ･備蓄政策と､b)既存油田の増産､新規油田(アラスカ､北海､各地の

大陸棚をど)の開発に全力を集中すべきであろう｡またe) 省石紬､省資源の産業構準へ改

変していくことも必要である｡

(3)産油国側は生産 と輸出の削軌 それによる価格の吊上げとい うカルテル的行動戦略を学び

とったo Lたがって石油価格引下げは容易を こちではをいとの見通しが強V,Oだが,産油国

側は随によって戦略が異をるが､全体として増産が刺激されよう.新油田の開発に或功する

開発途上国もふえてこよう｡現在の産油国の中でも､人口多 く工業化のため石油を売 り急ぐ

国もあり､逆に人口少 く陶発資金の必要敬が少Vlため石油をモダI/- トを値段でなるべく長

期にわたり販売しつづけようとする国もあるO産油諸国の内部分裂も期待できをいことでは

.漆 hQまた世界最大の塩蔵畳をもつサウジ7ラビヤがいかなる態度をとるかによっても世界

石油需給のマージナルを過不足は大きく左右盲れる｡

(4)そこで消費国側の短 ･中期政策が成功し､せた産油国側の若干の混乱が生ずる夜らは､両

者の政策およびその成果の#イ･ミyクのすれ違いから､世界の石油需給と価格は多分循壕的

､に政和もつつ変動するととになるの､で妓あるまいれ つまり1973年10月の石油事件以

来今日まで産油国にとやてgooddaysであったが･それが永続するわけでは友く､遠か

らず石油価格はかなり下 れ 彼らにとってbaddaysが訪れるで摩ろうOかつて朝鮮戦争

時代に一次産出の異常な高騰をみたのであるか､それも2年間しか続かなかったことが想像

される｡一次産出価格は本来､そういう大幅短期変動の循環をくり返すものであるQ石油も

その例外ではあわえ夜いのではあるせいか｡

(5)石油も一次産出の例外ではをく需給のマージナルを過不足によ?て価格が大巾に循環的変

動を繰返すと見通すことが畳賓であるOむしろそう断言できないとい うのが現在の雰囲気の

中にある人々の多数意見であろうが｡石油の7ベイラビt)ティ忙つV>て余 り咋探刻に悲観的
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忙考え､入手をあせ りすぎることを反省せねばならをho石油盤蔵量は今後かなり長い期間

の消費を許すほど物理的には夜おJ豊富であり1人手できをいことではなhc との確信をもつ

ととが必要であるOつまり石紬は今後相当な期間,依然 としてtt経済財"夜のであり､消費

国､産油国双方の軟策のすれ遠い とそれに伴 う時 ･々の世界の需給状況によって価格Q)循韓的

変動を経験するものであるO もうしばらく消費国側ががまんし消費節約を巌行すれば､石油

価格は低下する･Elが必ずやって くるはずであるO もう一つの次のことを指摘 しておきたい.

す夜わち､備蓄政兼が産業であ少､それによって切 りぬけうるとするの払 llLヵ月､2カ月,

長 くとも3カ月得てはその間に石油の需給が陵和 し価格低下を来た し事態が好転すること､

つ-iり循環的変動を期待できるからに外をら夜ho

(6)石油も一次産出の例外ではなく価格の循壌変動を経験するものであるとの観測が正 しいな

らば､多角的国際商品協定アプローチを石油につV}て適用することが最善の解決策と浸ろうO

これに各国の緩衡在庫 buffer stock をブール したものとしての匡l際的在庫､或はそ

れに加えて国際観関が独自のbuffer stock をもつとい う政策と総合すべきであるO

つまり,石油の上限価格と下限価格を国際的語い合いによってきめ､市場価格が下阪触格を

T回るときには国際機関が触入 して在庫 をふやし､逆に市場侃格が上限価格を上回るときに

は国際機関が在庫を市壕に放出す るのであるO こうして石油価格を一定の幅の中に安定させ

ることは消簸国にとってだけで夜く産油国にとっても望ましいことをのであるo既にその徴

候があらわれているのだが､石池他格がかなり下るといった産油国にとってのbad days

が訪れる夜らば､産油国例 もこの種国際石油協定の締結に喜んで応 じてくるはずであるO

オイルマネーのリサイクリング問題が残る｡

(Ⅰ) ユーロカレンシー市場やニュー ヨーク市場を適ずるオイルダラーの短斯借入れは､第 1年

目はやむをえ夜いとしでも､ 2年目､ 3年目と繰返 しうるものでは表わ｡IMFにオイル .

フ丁シ7)ティ､さらにOEODにキツシンジ､･一基金(金敵協力基金)といったものが創設

香れたが､ これらも国際収支赤字穴盤めのための緊急融資(本釆IMFが果たすべき役割 )

･であbl.･石油赤字の根本的対策 とはなりえなレ,I,絵局各石抽輸入国は遅かれ早かれ､次に述

べる長期投資を別 とすれば､経常収支を均衡雀せて石油代金を支払わねばをらなho この意

味においてオイル赤字を特別扱いすべLとする次のよう夜論理は矛盾を含んでおり.問題の

根本的解決には役だた食い｡す表わち､石湖輸入国全体 として年5-600億 ドルの赤字が

出るのは止むを得をい｡各国が自国だけの経常収支均衡密求める訴盤策を訴ずると.為替切

下げ競争､輸出促進､輸入制限など国際通茸 .通商上好ましく夜い撹乱が生ずるO これは石
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抽問題のburdenの相互なすり合いであり､beggarmy neighbour policy

に外ならをい｡ しかもそうしたところで対産油国赤字は埋められ恵い｡だから石油赤字分は

海外から借金して支払っておV)たほ うが よい､ というのである｡

(2) oECl)先進諸国は極力経常収支の均衡化に努力すべきであるOそ うやっても残る(非産

油的発途上国を含めた)対轟抽国赤字はなお巨額にのぼるであろう(それが石油価格低下に_

よ9年200億 ドル見当に圧縮首れれは成功であるが)O この余剰オイJL･マネーは､lァラブ

地域を含めた開発途上国の経済開発を促進する生産的長拙投資に活用されるべきであり､そ

のためのオイルマネーの長期還流槻碑を案出することが､最 も望ましい牌決であるo

(3)産油国がその長期投資の対象として最 も確実なものとみるのは,アメ1)カdTreasu･ry

Bill､イギI)スのギル ト･エツデ､ 日本や西 ドイツの国債というものに売ろうoE]本 もユ

ーロ市場やアラブでの国債の起債､あるいは輸出入銀行､海外経済協力基金､開発銀行など

政府械閑による起像をいし長期借入れを行ってよい.その際必要夜らば利回 りをイン7レ率

にスライ ドすることを保証するをど､アラブにとって魅力あるものにすることも考え られて

よいであろう｡

(4)余剰オイルマネ-を開発途上国向け生産的長期投資に向けさせるのか本敵であり､世界銀

行､第2他線(internationalDevelopmentCorporation)､およびアジア

開発銀行をどい くつかの地域開発銀行といった､世銀グループを通 じて､オイルマネーの吸

収(最低および長勘投資あっせん )､そb鞄発途上国-の長期投資とい う長期返聴計画を嶺

極的に推進すべきである｡IMFのオイル･ファシ1)ティ構想-の関心が高かったためか､そ

の陰にかくされて奉祝されているきらいがあるが､世銀グループによるオイルマネー長期遮

流計画こそ本筋である｡

世鮎クループを通 じて対開発途上国長期投資をやる場合に生ずる尚鐘は､第 1に､簸油匿

は高収益を望むのに､借入れる開発途上国は高い利子の負担にたえをVlめや､＼その利子格差

を補給するなんら示の方策 - たとえば先進国の痩助資金VLよる補給 - を案出せねばをら

夜いことである｡鞄2VC､世銀グループが能率的に活動 Lても､アラブ地域を含めて開発途

上国の経済降発には時間がかかり､必要資金が急静に巨額に逮するとはいえをい0年 100

億 ドル程鑑かoつまり吸収能力に限鮭があるOアメリカの過去数十年にわた/る海外直捷投資

累計額でさえ1,000億 ドノレだといわれる｡収益の高い､確実な投資はそれぐらVlのテンポ

でしか伸ばし得ないのであろうo Lか し陶発途上由の長如投資吸収能力の引上げ策をも含め

て､世銀グループを通ずるオイルマネーの長#-_4選流計画はぜひとも推進盲れるべきである｡
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(5)世銀グループを通ずる方宋だけでは､巨歯に逮する余剰オイルマネーの全部を吸収するに

は足 りない｡そこで民間企業の創意ある直接投資活動を活用する長期還流方繋がをh ものか

が問われねばをらない｡それにはいくつかのグ丁ライエティが考えられるO

第1は､産油国の資金と先進諸国企業の技術 ･経営能力とを組み合わせてアラブ地域を･含

めた開発途上国に各種の合弁企業を起こし､農業開発と工業化を促進することで卓る9この

際､産油国自身把起こす場合はその必要はあるせいが､第三国に起こす場合に怯､ ∴輸出入銀

行や海外経済協力基金によるプラント延払輸出に対する低利敵資夜どの方法で､合併企業設

立を有利V.することが必要であF'うOこれは開発途上国への一種の利子補給であるC

第2は､三角ルー トを通ずるオイルマネーの長期遼流策である｡先ず先進国企業は自らの

活動拡大のため､市場金利を払 ってオイルマネーを長期に借入れる_Oそれは当然利払い以上

,の利繭を生む生産的活動に葬り向けられる.他方先進国は輸入する資金に見合う敵を援助を

ifhL低利子授資という形で開発途上国に流し､そこで生産的活動をおこすべきであるO与う

いう三角ルー トを通 じオイルマネーの開発途上国-の長期遠沈が具たされるとともに､その

間に先進国によって利子格差が補給されるとV,うことになろう.十分に検討され早急に美行

に移されてよい方静であるといえよう.

r要するに､石油危機はEj本を含め先進国経済の長期進路に対し重大を衝撃魯与えたわけで

あるが､その解決は先進国だけでは不可能であり､ この際､アラブ地域を含めた開発途上諸

国の経済開発の促進..南北貿易の再触鹿に本格的に取組むことによって始めて廃決の方途が

見出されること､また余裕オイルマネーはそのための格好の資金として活用されるべきだと

いうことになる｡日本経済 もその長期進路を考え直す忙あたって､ このことを十分に考慮に

入れねは浸らないのである0

2.長期 ピジョンの再検討

オイル危政が勃発 したとき､日本経済は戦後はじめての出超期､国際収支好転期にあ.った0

1965年頃が転期になったのであるが､それまでの入超から出超傾向に転 じ､1968年

以降1973年10月の石油危機発生時まで巨額の出超を稼いだ｡この期間に貿易制限は大

幅に撤降され 貿易自由性を完了した｡また資本移動も流入､流出の両面につ尊大偏な自由

化がはじめて実現巷れ､ことに対外直接授資のラツシーが起った｡石油代金の急増によ少経

常収支は再び赤字化したが､既に1975年に入って故事の傾向に転じた｡資本流入抑缶IL

流出促進からその逆方向に政策転換が行われた｡一体､1965年から1973年10月ま

-6--



で続いた出超と対外投資拡大という傾向が､石油危機によって逆転盲せられてしまうのだろう

か｡ この傾向は､,石油危機によって一時中断されたものの､少 くとも1980年頃までは続 く

のではあるまいかb

集は石油危機以前の出超期に出されたのが産構春の ｢70年代の通商産業政策｣1971年

5月であったOこれが打出した ｢知識集約型産業-の構造変動｣ という日本経済の長期進路が

一休､石油危機､資源 ･食塩の海外入手困難化と払った問題のために､根本的に改訂を余儀を

く香れるのであろうか｡根本的改訂では浸く､そこで打出卓れた長期進路を早急に具体化 し､

より真剣に､よ少急速に実現 していくべきだという､再検討が石油危機を喪機にして果たされ

先ず『70年代の通商産業政策』の打出した長期進路は､私を少に解釈すると次のとお力であ

る｡

日本は産業構造調整を最も急速にかつ大規模に敢行して重た国である｡それ故に高い経済成

長を達成することができたoEl本経済は1900年前後に繊維工業を中心 とする第-次構造変

動を敢行 し､それによって1920年代まで輸出を稼いで発展 してきた0

1930年代の後半から重化学工業への構造変動が始められたが､戦争によって中断され､

緒局 1965年興までかかって大規模75:重化学工業化という第二次構造変動を成就した｡

1965年以降1973年10月まで､それによって貿易黒字基調を享受してきたのである｡

戦後だけをとっても級経を中心とした凝工業から重化学工菓-の構造変動は､せこと托すばら

しいものがある｡それにもかかわらずなお農業と伝統的中小企業の構造改革が痛切に必要とさ

れている｡と同時に､おそらく1980年頃までの間に､重化学=業から知識集約型産業-と

いった.巨大を第三次韓造変動が敢行盲れざるをえをい状況に至ってV}る｡それを必賓不可欠

をらしめている内外の要因として､5つほどのものがあげられる｡

第1に､重化学工業の新しい立地に適 した国内の臨海地域が著しく不足 してきたことであるQ

第2に､公害問題の重大化につれ､ これ以上公書発生の大きい重化学工業の拡大は懸念され

るし､事実地域住民の反対に適っている｡

第3に､ 重化学工業 に必要を原材料 ･燃料の供給はすでに巨大をものに表わ､海外から供

給するには経済的にマネージできる範囲をこえるものに浸りつつあることである｡

これらの理由から､一方では､原材料 ･燃料依存の小さい産業に移ること､他方では中間財

の生産を海外立地に移す必要にせせられているのである｡

第4に､繊維のことき伝統的餐工業を主体とする労働集約財は､ ･労働力不足と貸金上昇とに

つれ,比戟腹位を失いつつあるcl980年までには過5日､,35時間制も実施されよう.こ
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れ らの圧力からもっと新 しい型の産業-移 らねばをらをいのである｡

第5に､同様を理由から､農業 と中小企業の構造改啓､大規模を能率的経営だけを致 しそれ

に集中するといった変事が不可欠にをってきてV,･る｡

かくして､1970年代骨通 じEj本経済は ｢知識集約型産業｣-の構造変動を完遂 し浸けれ

ば怒らないO ここに成長を促進すべき知識集約型産業 とい うのは､(カ電子計算機､航空機､電

･気自動車､産業 ロボット､電子力幽遠,集穂回路､ 7 7 イン ･ケミ▲カJL,､新規合成化学､新金

属､特殊陶器､海洋開発をどの研究開発集約産業､壕)通信政械し事務機械､数値制御工作機楓.

公害防止機器､家庭用大型冷房器具､教育機器､工業生産住宅､ 自動倉庫､大型建設機械.高

級プラン トをどの高度組立産業､③高級衣敷､高級家具､住宅用調度品､電気音響器具､電子

楽器などのフ1ツシマン塑産業､吐)情報処理サー ビス､情報捷供サー ビス､ ビデオ褒美等教育

関連､ ソフトウエア､システムエンジニアリング､コンサルティングをどV知識産業､これで

ある｡

もとよりこれら新 しい産業は十分によく定義されているとはV,えをい し､今後生成発展 して

くる多くの未知数のものを含んでいる｡ ｢知識集約型産業｣ と紘あvlまVlで漠然 としていると

の批判が当初から出されていた.私は ｢よりい っそ う手のこんだ重化学工業製品とソフ トウニ

ァ｣だと妥約 しておい鳶 1)

これら新産業-の大観政友構造変動払 当時の黒字基調､外貨蓄積の余裕を利用 して､先ず

ノウ-ク､機械設備を輸入 し､ これに日本の噺究開発 (R&D)を加味 しつつ.1980年代

初 期までに漸進的にとり行われると予見されたOまさに第三次構造変動を敢行する好機にあっ

たのである｡

石油危機インパク トの匪劾さにかんがみて､ 日本経済長期進鱗の再検討がいくつか果た盲れ

るに至った｡代表的をものは次の5つであるc

Q) まず産業梅造審議会が書きの『70年代の通商産業政策』(1971年5月)を昧化 しよ

り具体化 したものとして､ rrわが国産業構造の方向』1974年9月(通商産業省『産業構

造の長期 ビジ■ン.u通商産業調査会､1974年11月として公刊されている)を発表 した｡

以下では『産構審長期 ビジ｡y』と呼ぶことにしよう｡

② 日本経済研究センターは金森久雄氏の指導の下に､(a)『昭和 50年の日本経済 一 未踏経

済の展望 - 』(1969年12月),(b)『昭和 6.0年の日本経済 -1兆 ドル経済の展望 - 』

(1971年4月)､(C)『世界の中の日本経済 T 1980年 :多極化 と日本の彼割･』

注1)小島滑｢1970年代の日本の対外経済政策｣世界経済評論､1973,8･
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(1972年3月)(英文:Japan'sEconomy in 1980 in theGlobal

Context- theNationls Role in a PolycentricWorld･March

1972)､(d)『3兆 ドルの経済構造 - 1985年の日本 一 』(1974年2月)(英

文 :A Long-term Outlook ofWelfareEconomyr- the Japanese

Ecmomy in 1985,April 1973)､ と次々に慶れた長期展望を発表 してきたが･

今臥 石油イyパク トを取 bhれ､(a)の改訂版として､ 『世界経済 とEj本の将来』(1975

年2月)を公刊した｡ この最後のものを以下で『日経センター展望』として引用することに

したt̂｡

③ 経済審議会は『経済社会基本計画一 活力ある福祉社会のために- 』(1973-77

年をカバーするよう1973年2月に決定 )の7オローアップをh L改訂を急いでいるわけ

であるが､ 『経験社会基本計画7オローアップ.一昭和49年度報告』(1g:74年12L月)

を発安 し､長期展望に当.,ての間亀点を分析 LているO以下 『経審展望 』と呼ぶこと托しよ･

う｡

④ 興味あることに実業界は ｢知識集約型重美イ山 に重大を疑問をい潔さ､Q)の産構審長期ビ

ジョンに対するコメントとして､経済団体連合会 ･産業政策委員会 『混迷する世界経済 と今

後のわか国産業構造(議論 )』(1975年2月)を世に問 うている.以下 『経団連試論 』

と引用 しようO

⑤ 日本の鼻薬をどういう方向にもっていくべきかについては､意見がわかれ混乱 している｡

さいきん 農政審読会需船部会『食塩問題の展望と食糧政策の方向』(1975年1月)が

発著 されたか､すっきりした長期見通 しに遵 していをいO以下では『農政審報告』と呼ぶこ

とにするC

これら誇改訂に共通を特徴として次のことが指摘できる｡

(1)高鮭福祉国家建設に向っての国民ニ-ズの充足を匪先的目標としている｡

(2)石油その他の資源原燃料､食糧とV,った成長制約要因を強 く意識 し､省エネJt,ギ- ･

省資源の産業構造への転換をらびに食糧自給率の向上が急務であるとしているO

(3) これまでの高度成長(年10770以上 )にくらペ､かなり低い率の成長が不可避である

としてVlる｡産廃審長期 ピソ可ンは197p3-85年 6.2珍､ 日1経センター展望は

1975-85年7%､経審展望は5年間につき7%と5.5%の二葉､経拙速試論は

1985年までにつき5.7%と4%のこ案を予見してV,るといった具合である｡■｢低成

長への転換｣ とV,うよ少は ｢成長の正常化｣ とみるべきであろう0
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われわれの嶺 く疑問は､上のようを聴徴をもつ日本経済の長期発展路線はVlか在る対外経済

髄係を生み出すのかとV,う点が明確でをいことで遜るO経匝連のコメン トもこの点から発 して

｣ハよう03つの特徴はV,ずれもtt内向き"i.I)ward-1ooking夜政策であるといえなくも

,食いか世界経済の繁栄を曳引するといった経済大国の責任 を明瞭に画き出せ夜いもの■であろう

か｡

'L以下において先ず.也入C2).③は根本的に同じ考え方に立脚 しているので､いちばん包括的

羨②の日経センター展望を中心にして紹介 し､他の二つの連山も必賓に応じ付記することにす

る｡次いで農業問題につき若干のコメy トを振出したVIQ最後 に､経団連試論の捷起 したコメ

ントを手がか り忙しつつ､対外経済駈係の在るべき姿態私を㌧少.把画き出したい0

5.日経センター展望

(1)世界経済の前途

世界の国内総生産は1960- 70年名目8.4%で伸びたO ]975-85年は12.0%で

伸び85年には19兆 7,500億 ドルに達しよう｡世界貿易は 1970年代 9.6帝の名El成長

率であ･'たが､1975-85年には 12.7帝に高まり､2兆 8,720億 ドルに達しよう｡つ

まり割合い楽観的な世界経済および貿易の見通しをたて･{いる｡

｢石油は:､0PEO以外の地域の石油の増産や代替燃料の開発によって供給不足が緩和 し､

今後は石紬価格の上昇が=薬品の価格上昇に及ぼ夜いと考えられることである. この結果､産

油国の経常収支黒字は80年には1,300億 ドルに逮するが､ 85年には1､100億 ドルと汲

少する｡ これは大 きい敏ではあるか､85年の他界の国内生産額の0.5%.･世界の貿易額の4

770である｡それを各国の資本市場や国際機関を通 じて選流させることは不可能ではをV,｡｣

(2) 日本経済の規模

日本の幽民総生産の成長率は1960年代､実質で11､1%であったが､ 1975-85年

は実質 7%(世界 5.3%よりは高い)で伸びよう｡物価が年率8%程度上昇すること峠避け ら

れ凌いので,名目成長率は15鞄と走り､国内総生産(Gt)P)は､ 1975年の5,500億

ドルから85年には2兆2,000億 ド̂ ,把なる(政界全体に占める比率は 1975年の8.7蕗

から85年には11.3多- と上昇する)0 1人 あたりGDPは 1万8,000ドルでアメl)カの

1万5,000ドルより高 くなるO

輸入依存度がどうなるかは､国内の産葉構造や､国内価格と輸入価格との上昇率の差をどに

よってきま.,てくるので予想は難しいが､上昇 ･下降両国が混在 しているので,現在の10.7
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%とあまb変化 しをいとみる｡ したがって､EEEII民総生産が 10年間に名目で4倍に凌′るのと

比例 して輸入 もほぼ 4倍化 し(年率12.9%)I1975年の700億 ドルから85､年には

･2,400億 ドル(CIFベース)に浸る｡(FO･Bベースでは1,950億 ドル)世界輸入に

占めるシェアは8.0%から8.2%-とい く分上昇する｡ (なお｢轟構審長新 ビジョンでは､

輸入伸び率を,1･970-80年実質 7.8%､名E118,7%､198q-85年を実質 7.2

%.名目10.3%と予汎している｡省エネルギー ･省資源産業構造化の効果が大きくあらわ

れると見込んでいる｡)

他方輸出は,輸入の12.7%よりやや高い13.6%で伸び､1975年の66O億 ドルか

ら85年には2,400偉 ドルに伸ばし､貿易収支均衡を達成することが必要である.世界輸

出中の日本の比率は､1975年の7.6%から85年には8.3%と僅かに高まるO日本の市

場占拠率が高すぎて輸出を伸ばすことができをいといった問題はおき貴いだろう.(蕗構審

長劾ビジョンでは､輸出伸び率を､1970-80年は実質 8.6%､名目18.5%､1980

-85年は爽賀7.170.名 目9.6%と見込んでいる｡)

日本の海外直接投資は近年急増 し､1973年匿末残高は103億 ドルとをったが､85

年には1,000億 ドルに適 しよう(建碑審長勘 ビジョンで性､1980年に450億 ドル､

85年に935億 ドルに遵するとしている)O他方､外国から日本-の直抜殻賢は､1973

年で12億 ドルにすぎをかったが､今後はアメ1)カ､西欧のはか､産油国からの投資も増え.

1985年には250億 ドルに達しよう｡

日本の援助総額は､1973年に58億 ドルと夜E)､ONPの 1.42%に達 し､アメ1)カ

に次 ぐ規模に夜,つた｡今後日本は､国際収支aJ制約は増えるが,ONPの1%以上の援助を

行わをくては売らず､85年には260億 ドルの援助が必要であるOまた､ これ壇で遅れて

いた政府開発扱助を大幅に伸ばし､85年にはONP比 0.6%程度に高めたくては夜ら貴い0

日本の匡l際収支構造qj:､1965年以降､経常収支の黒字で長期資本の流出をカバーする

という塾をとってきた｡73年以降､石油シ甘ツクの影響で経常収支も赤字と浸っているが､

壇も夜く従来の塾にもどろうO1985年には貿易では367億 ドルの大幅を黒字(FOB

ベースで輸出2,323億 ドル､輸入 1,956億 ドル)となり､貿易外取引､援助等による赤

字を差引いても経常収支では77億 ドルの黒字が放る.,この77億 ドルの経常収支異字と.

長期資本の流入･24･2億 ドルとによって､長期資本の純流出319億 ドルを鵜 うことに在ろ

う｡
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(3)産業構造

以上は1985年に到達できるであろう日本経済のマクロ的規模であるが､問題はその中

転､つまb産業構造 ･貿鼻構造の在b方であるOこれについては ｢産構審長期ビジ苛!ン｣の

方が明確を考え方を打出しているので､それを先に取上げよ′う O

① ニーズ-の対応 一 日本産業の転換は『充実し安定 した生活の実現』という国民こ.-メ

に対応 した最終需要構造の変化によって促苔れる｡衣食住の高度化とくに住宅の盤価,健

康の維持(医療.社会福祉施設の整備)､知的欲求(教育)の充足､余暇の充実,社会資本

の充爽(道路､下水道､公園､公害防除など)が強く要請される(表 1､表 2参肝)｡

② 知識集約産業の発展-『70年代の通商産業政策亡"(197･1年5月)払 資涯エネ

ルギーの制約.環境保全への強い要請､高賃金経済への移行 といった条件を考慮 Lて高加

工度技術集約型産業(いわゆる知敢集約産業 )か高い成長を示すこ七によって産業構造の

高度化が実現 していくことを指摘した｡1985年の産業構造の具体的ビジョンにおいて

もそのようを方向が示される｡製造菜の内部構造の変化をみると,(a)電気機軸のシェアが

著しく増大する｡(b)家具や各種消費財を含む ｢奴工業｣Q)比重が増大す武 (cyヒ学=業､

金属製品菜 もより高鮭の技術 ･加=匿をもった製品への意向を強めつづ､▲ぞわウエイトを

漸増させてい く.(d粒 体としては､そのウエイトを蔽少させる敗維工業夜どの加土建業に

お･V,ては低加工度､低付加価値凱門はより労賃の安い発展途上国に譲りつつ､技術水準の

向上によって高品質化､高加=慶化への道を歩むことに走ろう(費3参照)o

③ 中間財(素材 )部門の夕立ィト滅少- わが国の産業構造は高い重化学工業化率を達成

したとvlえ､内部的には粗鋼､非鉄金属.一次製品､･パルプ､基礎化学製品などいわゆる

中間財の占める此量が他の先進国に比べ高い構造にl夜っている.1985年にいたる産業

構造高度化の過程でそれらの産業は､国内立地の確保難､資源 ･エネルギー制約等による

生産能力の増強に対するネックの赦在化､資源保有国との新 しい国際分菜の確立を目指 し

た海外立地の展開をど忙よって圏内､の生産敏シェアは相対的にその比嘉を低めるであろう｡

以上の考え方を要約して榛静的にいうと､繊維工巣をど低加工度 ･低付加価値部門と､中

間財(塵化学=業 )軌門は漸次海外立地に移 し､高加=鹿技術集約型産業(椴械部門といっ

てよかろう)V_大きく比重を移 しその輸出に頗る､という七 とに怒ろう｡繊維一重化学=業

→機械という発展段階が画かれている｡ これカ斗a)付加価値を高め､(b)公害の防除,環境保全

に役立ち､(C)省資源 ･省エネルギーに貢献するとみるのであるOち恵みに1985年の一次

エネJL,ギー消費量は全体で石油換算8億ke程度にまで節約され､石油輸入の見通 し払.
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表 1 1970年および 1985年のニーズ別常葉板(45年価格 10億円) ,

分 類 直 接 需 要 間 接 需 .. 業 苦† '

.項 目 金 魚 0通 勤 費帰属利子等 民間設備投 資 産業基盤整_備政府投資 在庫常襲 輸出需

要 金 額 構 成 比食 生 活 0 飲 食 費 28,330 2,380 7,380 1,420 770 6
,960 47.3'40 21.7%Ⅰg農 林 水 産 (12,980) (800) (3;710) (730) (77

0)(2,590)圧21,570) (25.9)衣 生 活 C 被 服 費 8,650 76

0 2.;450 510 240 2,230 14,840 6.8(3,770) (240)

(1.;170) (230) (220) (780) (6,410) (7.7.)住 生 活 0 家 賃 地 代0 家 具 什 器0 光 熱 費Ⅰg住 宅Ⅰh民 間 住 宅 投 資 l

38,230 2,030 10,220 1,620 1,000 7.100 60,200 27.7

(13,480) (540) (4,000) (610) (810)(2,030) (21,460) (25.7)健 康 の 維 持 C 保 健 衛 生qg保 健 衛 生 16,680 1,030 4,030 670 410 ･2,760 25.6_10 ll.

7■-IⅠg厚 生 福 祉Ⅰg瑳 境 衛 生 (5,600) (280) (li520) (240) (340). (75

0) (8,720) (10.5)知 的 生 活 C 教 育 費Og教 育 費Ⅰg学 校 9,260 31b'-
1. I.滞80 260 240 1,260 13,210 6ユ(3,580) (80) (800)

(110) (2.1_0) (400) (5.1=80) (6.2)教 養 娯 粂 0 教 蓉 娯 楽 14,270 1,26
0 3,760 1,580 390 .;::2;65わ 23,910 ll.0o 旅 行 費 (3,600) (230) (1,

040) (430) (210);･享'(;55.0) (6,060) ( 7.3)社会の統合維持 C 民間非営利団体支出Og消防､一
般 行 政等 21,670 0 5.080 660 54-0 4,46､b -32,590 14,9

Ⅰg国 士 保 全 等Cs旅 費 ､ 交 際 費 (9,160) (yO) (2,370) (300) (54い 1(1.660) (

13,960) (16.7)計 137.070 7.770 34,800 6,820 3,600 27.6
00 217.700 100.6



･表 2 ニ ー ズ に 対 応 し た 産 業

業 種 名

負衣 二二住 商業､その他食料品i:=lL一般作% .亨 の他サ÷ぎス､精穀製粉､屠殺肉艶品､

飲札一般機械､その他畜産蕃蚤､

土未.商業､繊維､その他嘩維製品､身回晶､-般機

械､嘩襲程薬､不動産業､電気機械､商業､鉄鍋一次製品､金属製晶､

｢股機械､窯業土石､製材木製品､家具､銑鉄粗鋼､電力､運輸､そ

の他サ-ビス健 康 その他のサービス､公共サービス､商業､その他化学製

品､その他製造業】■ヽ̀知 的 生.括 公共サービス､商業､噂築､電気機械､その他化

学製品､基礎化学製革教 蕃 娯楽十 その他サー.ビデ.､商業､その他製造業､印刷出

版､精密概観 二年共サービス出所 :産栴審長期 ビジョン､P27



表 3 産業別生産額の変化(45年価格､10億円)

45年 ー 55年 60年 40-45年平均伸 び 率 45-55年平均伸 び 率 5云こ高0年平均伸 び 率 45-巧0年平均伸 び 率.生産 額 構成比 生産 額 構成

比l生産 敬 構成比農 林..水 産 業 7.113 4A 8,510 2,8 9,470
2.3 1.5 1‥8 22 1.9鉱 業 959 0,6 1,330 0

.4 1,590 0.4 53 3.:3 3_6 3.4食 料 品 エ 菓 9,620 6.0
16,240 5.3 22,150 5.3 5.7 5.4 64 5.7織 施 工 業 5,349 3.3 7.240 2.4 8,310 2.0 5.7 3ー1 ■.- 2B

3.0耗 バ ル ブ 2,621 1.6 4,850 1.6 6,250 1.5 12ユ
6.3 5.2 6.0.化 学 工 業 5,191 3,2 10,750 3.5 14,87

0 3.6 15ユ 7.6 6.7 7.3石油石炭製 品 3,019 1,9 5.82
0 1.9 7.720 1.9 17.1 6B 5.8 65窯 業 土 石 2,670 1.7 5,

150 1.7 7.190 ∴1.7 12ー0 6B 6.9 6.8鉄 鋼 業 ll,286 7...0 21,140 _一一.6.9 24,470 5.9 18.0 65 3.0
5.3非 鉄 金 属 1,867 1̀2 4;350～ 1.4 5,320 1.3 15.2

8.9 4.1 7.3金 属 製 品 3,777 2.3 8,870 ●2.9 12.480
3.0 19.1 8.9 7.1 83-一 般 機 械 8,324 5.2 17,900

5.8 26,140 63 21.7 8.0 7.9 7.9電 気 梯 械 7.632
4.7 19,220 6.3 28,5(ー0 6.8 26ユ 9.7 8.2 9,2翰 送 検 械

7.624 4,7 14,090 4.6 17.920 4.3 27.4 63 4.9 5.9精 密 機 械 1,103 0.7 2,190 0.7 3,190 0.8 14.3 7.1 7.8
7.3その他製造 業 10.106 6.3 19,610 6.4 28,590 6.8 13.0

- 6.9 7.8 7,2建 設 業 16;259 10.1 31,120 10.2 45,
380 ･■10.9一一 13.6 6.7 7.6 7.1電力都 市 ガ i 2,.loo 1

.3 3,980 1.3 5,550 1.3 ユ2.6 6.6 6.9 63:運 輸 通 信 7̀
444 4.6 14,51.0 4.7 20β60 I:4B ･13.4 6.9 6.7 6.8商 業 -14,290 8.8 26,580 8月 35.560 1.8.5 12.4 6.4 6D 6

.3金 融 保 険 4,907 3.0 8,080 2.6 10,300 25ー 10.2 5.1 5.0 5.1
サ ー ビ ス 業 28,267 17r5 56,140 18.3 77.290 18.5 8.8 7.1 6β 6.

9総 計 161,518100.0 307.670_100.0418,J30O.lrOO.0一. -1,2.8 6.7 6.4
6.6一 次 産 業 計 7.117



1980年で4-4.5億kC､1985年で5-6億kC程度とみられ､平均伸び率は5､6%

程度と怒るO

この点について日経センター展望もよく似た見通 しをたてているQすなわち ｢今後国内の

産業構造が､化学や鉄鋼の比重か低下し､機械やサービス産業の比重が高填ることによって､

エネルギー節約型に変化するとみたc Lたがってエネルギー弾性値､すなわち実質国民総生

蕗1%の上昇に対 して必要をエネルギ-の畳は､過去 10年間の1.15から,0.96へ低下

しよう｡また原子力の比重が上昇するため､総エネルギーに占める石油依存度が75年の

75%から85年には62%へ低下する･亨.車の結果石油の輸A必要量払 1975年の3･2

億kCに対 し､85年は5億kCとなるが､この程匿の輸入披､世界の石油バランスからみて十

分に可能であろう.総エネルギー中､輸入エネルギーの比率は75年の88%から85年は

82%へと低下するO鉄鉱石､粘結炭､銅等､その他の資源についても､産業格進の変化と､

半製品､製品の輸入を増やすことによって､資源輸入を節約することが必寮だろう｡｣

以上のような産業樋造変動を実現するためには一方(d)1985年に累穂で1,008廃 ドル

に遵する海外直接投資によって､線維､資源､中間財の海外生産を振興すべきであり､他方

(e洛産巣と-(に高産敬械部門での各値 的技術開発の推進が必要不可欠だということにをる｡

(4)輸入構造 ･輸出構造
～-､

産業構造の変化に対応してt一輸入構造(名目ベTX)は次のように変化するさ先ず ｢建碑

審長期ビジ弓ン｣によると,(a)1970年では敷物燃料を中心 とする原料品のウエイトが

56.0,70と廃人の大家を占めていたが､今後は石油･鉄鋼菜等基幹産業の海外立地の進展に

伴って､そのrウエイトは低下し･1985年には51･2%と浸る｡(b)これに対 Lて加工品の

シ ,L了は 1970年の30.4%からごユ'与貞5:年に絃34.7%へ増加するO発展途上国の工

業化の進展に伴って放維加=品や雑貨嚢品､底級横軸製品などの輸入が着実に増加してV'く

もあと考えられるO(C)また､海外投資の増大に伴って粗臥 基礎石油化学製品等の中間財の

魔人が増大することも特徴的である(費 4参照)0

この点について仇 日経セyクーの展望もほぼ同 じであって次のよ_うに要約している｡す

夜わち､職人の商品構成は1975年 と85年とを比較すると､食塩晶が14%から10%

-､原淘晶が 22%から16%へ低下する｡鉱物性燃料は60年代の20YToに比叡すれば比

重は極めて大きくなるか､75年の42%という異常高にくらべると､39%といく分低下

する｡ これに対して製品輸入が22%から35%へと上昇し､水平分業塾の方向にすすむ

く表 5参照)0
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表 4 品目別名目輸入額(通関ベース)

輸 入 層 ..:(二百万 ドルこ..)(,. ･構 成 卑 Qo) 年 平 革 伸 び

率 ,.∴45年 ■二48年 55年 .■∴如 年 ∴ 45年 .48年 55年 60年 48/45 55/4.8..6P/55 60

/4Sl食 単 品 -L2,574 6,009 Ll14,533 23;415 lJ3.6 1:5;7 13.9 14.1 32.6 13.

4 10.0 15.9繊 維 原 料 963 2,187 /,L:L..3,079 -3,538 I-5.1 5,7 2.9 21

31.4 5D 2.8 9.1金 属 原 料 2,896 4,033 7.926 10,125 -14.3 10.5 7.6

6ユ 144 10.1 5.0 9.皇そ の 一他 原 料 品 3,018 6,038 14,307 21,291 16.0 15.8 13.6

128 268 13.1 8.3■ 13,9一鉱 ∵物 性 燃 料 3,905 8,327 35,11一6 -49,900 20.7 21.7 33.

5 3.0.ll. 28.7 22点 7.L3 18.5原 油 2236 6,000 26,976 3'6,894 ll,8 .=1ー5.7

25.7 22.3∴ 38.9. 24.0. 6.5 20.5■∴イヒ 学 品 1,080 1,865 5,008 .9,318

-, 5.3 4一9 4.8 5;6 2().0 15.2 13.2 154梯 械 晶 2,296 3,486 9,127 16,167

i12.2 ..9.1 8-7 9B_ 149 14,7 12.1 13,9そ の 他 2,349 6,368 15,805 3

2,015 12.9 16.6 15.1 19.3 39.4 キ3,9 152_ 19.0計 18,881 一38,314~104,9011~65.769

100.0 100.0 100.0 100.0 -.′√.′26.6 15.5 9.6 15.6食 料 品 2,574 6,00

9 14,533 23,415 13.6 15.7 13,9 14.1 32.6 13.4 10一0 15.9原 料 .燃 料 品 : 10,58-2 20,5

85 60,428 8.4,854 56.0 53.7 57.5 51.2 24.3 16.6 7.0 14:らA-加 工 品 .; 5,725-.Ill,719 29,940■-57.500 3l



表 5 日 本 の 商 品 別 輸 入

1,00 万 ド ル 年 変 化 率

錫1960 1965_ 1970 1975 1980 -1985 1960-651965-701970-751975-80 19

軸-851970-85食 料 品 547 1,470 2,574 9,758 16,017 23,619 21,9

ll.9 30.5 10.4 8.1 9.2原 ■科 晶 12.22,207 18.03,221 13.6∴6月77- 14:q1'5.26p21 12..323,4361 10.037.97■2

l l 7:ii'- ■15.7 18.0 9.0 10.1 9.5線 維 原 料 49.1762 3-9.4847 ･.ー354963 二2..91,970

7.92,829 6.3,2641. 2ユ 2月 15,4 7.5 2.9 5.2金島 原 野 17.0673 10.41,019 5.12,696BL 2.86,6

19 229,380二7 ..417.617;75 8.7 21.5 19.7 7.2 13.4 10.3その他原料 15.0.772 12.51,354

こ143,018 9.56,673 .2ll,227 17.091 ll,9I I7..4 I.7.2 1.1.0 8B 9.9■鉱物 性 燃-料 17.2742 16月1

,626 16.03,905 9.6:!2_9,224 8.655.734 7.390,971 17.0 1.92 49.6 13.8 10.3 12.0化こ;..学 晶 16.5265 19.9408 20.7I:,li000 41.9･2,672 42,66,186 38月14,450 9.0 lI9_.6 21.7 18.3 1.8.5

≡!.8.4機 械 5.9435 5.0760 5.32β98 3.85.357 4.712,451 6ユ26,118 ll.■8 ニ24■B 18.4 18.4

･=‡-6.0 I..1.7.2一般機械 9.7281 9.3;;451 12号1,262 7.72,854 9.56,424 ll.112,798 9.9 22.9 1■7.7 1才.6 :i■:'4B =1■6.2電気機 械 6.3340.887･'-′!.5.5ill÷～1.4154 6.7478,2_5406 4:11,2
591.8730l l' 4,93̀,3252!51,5181' 15.47.521.3.22.95113 26.7 33ー9 白1.4

2i.4 lIL7.7 19.6輸 送機 械 12_1 21.4 124 1畠.8 14.2 15.0精密 観.械 1.932 ･1.944 221518 .051.4■ケ .21,183 2,847 6.6 2

ー臥0 27.8 18.1 19.2 1?.7そ の他 製 品 0.729566 0.568484 0.2,42612b 0..,-.7,50710.台 0.9-.,16,885ミ1占.9. 1
.2･42,513

180 1.8.3
軍や-.8 (:...



他方､輸出構造は､先ず産構審長期ビジ可ン忙よると､1970年では金属品19.670､

化学品6.3%､機械46.2%と重化学工兵晶が大きをウエイ トを古めていだものが､次のよ

うに変わると見通 している｡

(a)今後鉄鍬 石油化学をどの中間財が国内の立地難によって国内供給余串が低下する｡

(b) 自動車の輸出について右ム )ックダウンの形態での梅出が増えるが､完成車の輸出の伸

びは鈍化する｡

(C)家儀､政経製品では労働貸金の上昇によって競争力が低下するとともに各国の国税障壁･

輸入制限等が高まる夜どの理由により､輸出重体に占める地位が低下 しゼV>くO

(d) これに反して観根では電子榛器と一体とをった産業用機械､各種システム商品等新 しい

技術に裏づけられた高品質高級品の輸出ウエイ トが増大するO

(e)か を.海外投資の増大にとも夜い､プラント建設資材等の随半輪出が増大する｡

(f) 化学品については現在その太宗を占めているプラスチックを始めとする石油化学製品の

輸出は汲少 し､･771ンケミカル､ ライ7サイエyス､軌 しい複合材をど新規の化学工業
ヽ

製品の,職出の増大が期待せれる｡

以上の顔見､機械品野シiアが､ 1970年の46･2%かち85年には64･6%へ､また

化学品のシェア伯ま,1970年の6.3%から15.2%-増加する｡日本の輸出構造は､重化

学=葉のうち_1鉄弧 石油化学などの中間財製品の比嘉が低下するとともに､橡板=菜･化

学工業分野における高付加価値･知識集約製品の些重が高まってい く亡者6-参照 )｡/

日経セyクーの見通 しもほク嘗同じである｡

(a) 日華の堺給カという垂 らいうと, これ早で時 め輸出lo h:;プを蕗 てわた鉄鋼は輸

出余力が乏 しくなる.匡病 の立地∴改境問題からいって鉄な増産が難しく怒る｡

(b)繊縫晶や雑貨払 高級品へ転換すること最 戸 輸出を伸ばす余地鵬 るが･発展途上

国との競争に専らされるため輸出廃加が鈍ることは免れなVl｡

･(C) 最近l0年間最も高い斡出野加率を続け牢自動車払 なお高い増薮を焼けるか･80年

代の後半にをると市場が飽和点に近づきその増加率が鈍る｡

(d)船舶輸出もタンカー需要の摩滑で伸びをやむ｡

I,(e) したがって､輸出の中心は､一般披城､電気機械となる｡それは世界需要の拡大率が大

きい上に､ 日本の企業の海外進出咋伴って､石抽化学 ･鉄鋼 ･非鉄金属 ･資汲開発等の関

係の撤械軸出が増加するからであるt,輸出総額に占める機械の比率は1975年には52

%だが､ 85年に壮687Toに売るとみられる(費 7参照 )0
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表 6 品呂別名目輸出額 (通的ペース)

鞄 出 額 (百万 ドル ) 構 成 比 Wo) 年 平 均 伸

び 率45年 48年 55年 60年 45年 48年ー■55年 60年 48/45 55/4860/巧5

60/45食 料 ∴品 648 841 1..6.43 2,052 3.3 2.3 1.6 1.2 9.1 1

0.0 4.5 8.0繊 維 品 2,408 3,279 6,100 6,295 124 8.9 5B 3.8

10.8 9.3 0.6 6.6化 学 品 1,334 2..147 11,961 25.382 6.3 5.8 11.3 15.2

17.1 27.8 162 21.7非 金属 鉱 物製 品 373 -W.Lー571 1,926 2,850 1.9 1.5ー 1.

8 1■.7 15.2 19.0 8,2 145金 属 品 3,805 6,821 17.808 11,785 19.6 18.5'. 1̀

-6.8 7..0 21.5 14.7今 7一9 7.8鉄 鍋 .2,844 5,304 14,486 6,857 14.7 14

.4 13.7 4.1 23..1 15.4 △13J9 6■.0金 属 製 品 714 1,2:10 3,322 4,92

8 3.6 3.3 3.1 2_9 19.2 15.5 8.2 1'3.7機 械 晶 8,941 20,365 ､59,608 108,028

46.2 55.1 5:6.4 64.6 31.5 16.6 12.6 18二1一 般 機 械 2,006 4,335 ..ll,081. 2__.

3,092 10.3 11.7 10.5 13.8 29.3 14.3 15iさ 17.7電 気 政 械 2,865 5.501--19,276 3.-7-.84

1 14B 14.9 1.8.2 22.6 24.3 :I:-I:19.6 14.4 18pこ8輸 送 機 械 3,443 9,142 26,668■ 42,6

22 17.8 .24.8 25.2 25.5 38.4 ■t:I:=16.5 : 7.8 r,I_18.3樗 密 坂

城 626 1,387 2,583 4,473 3.2 3.8 24 2,7 30.4 9.3 11.6 1‥一4.0亘 の 他 1

,809 2,905 6,643:=10,86､.8 : 9.3 7.9 6.3 6.5l l7.1 12.5 104 13.7秤 19,318 36,930 105,689:167.
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(5)貿易の地域構造

建碑審長期 ピジ可ンは展開していなViが､ 日経センター展望は貿易の地域構造､地域別貿

易収支にまで説き及んでいる.

(a) 日永の輪入規模が非常に大きく浸ることは経済的を側面からも､ 日本があらゆる国と友

好的な陥係を保た貴くてはならをVlことを意昧する｡ 日本は､アジアに経済厳をつくるこ

とによって必要な資源を確保することはできをいたろう｡:またアメリカからの輸入だけに

依存することもできない｡戦後の日本の輸入市場構成をみるとー1970年頃に昼､アメ.)

カが30570を占めていたが､73年には24%と浸っている｡85年には2_,jZtro程度にま

で下がるだろう.日本線輪が大きくをるにつれて､ 日本の藤入市場は､アメリカ､東南ア

ジア諸国だけで夜く､中近東.オースト511)7､中南米､ソ連.中国等-広がってV}くで

あろうO

(b) 日本の輸出の占拠率が市場によって瓜 かをb高く浸る地域がある｡19.岳5年のE]本

の輸出占拠率は､東南アジア27%､大洋州2270､､7メ.)カ18%と予想される｡ これ

~らの地域では､日本の輸出商串の比重が高すぎるため,輸入国との摩擦が牢きる危険があ

る｡

(ら) 国別の貿易バ ランスに間畠嘩生墨 ようO 日本は,:経済の性格からいって､中近東とオー

ス トラ1)了との貿易ではどうL~ても大幅を輸入超過になってしまう01985年では､中

近来に対 してqj:200億 ドル'.I,莱洋州匹対 しては;_100億 ドル程巌の入超か予想されるo

Lたかって､ 日本が全体として貿易のバランスをとろうとすれば､他の地域に対 して大幅

を輸出超過が必象であD､ i,くに対南欧(170億 ドル)､対7メ.74や(76億 ドル･.････
--I/

いずれも通関ベースで)が大きくを9そうである(費 8､表 9参館)O I
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表 8 日本 の地 域 別 貿易 の変 化
(輸出入構成比､Yo)

輸 出 栴 成 比 輸 入 構 成

比1960-Ll65 70 75 80 85 1960 65 7

0 75 80 - 85北 米 30.1 31.9 33.7■ 27.8 27.9 28.9 39.1 33.

3 34.4 23.9 25.0 25.9米 国 27.2 293 30.7 23.3 242 24.

9 34.6 29.0 岳9.4 19.3 20.i- 21.8西 欧 ll.8 12.9 15.0I 18.4 18.5 .19.0 8.8 8.9 10.4 9.4 9L.ら ll.8

大 洋 州 4.1 4.4 3.6 4.5 4.5 4.2 8.4 7.5 義.8

8.1 8.6 84南 ア 連 邦 1.4 1.6 1.7 1.3 1.2 1.1 1.3 1.5 i.7 1.3

1.2 ll東 南 ア ジ ア 24.9 26∫I 25.4 21.1 19,3 1■8.4 20.4

17.2 16.0 1-5',i 16.5 1-8.7中 近 東 44 4.2 3.3 8.0 9.7 9.7 10.0 13.6 124 28A 24.1 ■'17.甘

ア フ リ カ 62 7.1 5.2 5.6 5.6 5.5 3.0 3.8 5..3

2B 3.i 45中 南 米 7.5 5.8 6ユ 7.1 7.4 7.3 6.9 8.7 ･1.3 5,6 5.6 5.9共 産 圏 1,8 5.6
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(6) 産業の長期ピジ司Ty

.-Ej本の食塩間亀をどういう方向で廃決 し改尊 していくかにつV>ては､長期ビジすンが必

I./fLも明確に打出首れてい夜い. ｢農政審報告｣によると次のようである｡

日本の食橡総合自給率は1963年度の82,a/Oから1972年度には73%に低下した｡

これを1985年には75%にまで高めることを日僕とするo穀物だけでみると1972

､年で42%という低い自給率水準にあるが､1985年には37%にむしろ下がる｡

1972年のソ連 ･アジアの凶作､ 73年の石油危機とアメ))カ(大豆)やメイ鯛の輸出

規制､74年のアメ])カ申凶作をど食櫨危機感か､食糧自給率向上の方向-日本の農業政

策を転換させる大きな圧力にかっていることはいうまでも食い｡

終合自給率の73%(1972年)から7570(1985年)-の引上げはたいしたこ

とでをいようにみえるが､ この間の人口増加(年 1.1%)と1人当り消費の伸び(1985

年で1人当り2,593カロリー､供給たん日食83グラ･ムを見込む)を合計すると､年

1･6%の需要増加と浸るので､相当夜食檀増産を必巽とする｡食糧需要総量が 1972年

のせせであっ年とすると､総合自給率は939らにまで高せることになるといっている｡ し

たがって鼻業生産は､需要の1.6%とhlう伸び率を上回る.2%弱で伸びることによって

自給率の73%から75,70への上昇がやっと達成されるということにをるO この間､鹿地

面磯は1973毎の560万-ククールから1985年に585万ヘクタールに拡大する｡

牧草地は25万ヘクタール程度とする｡水EB裏作を穐極的に利用拡大することとし､現在

の24万-ククールから1985年には74万-ククールにまで高折るO耕地利用率は:

1972年の1021千%から114･3%に高まるo

鹿家戸数は年平均 1･3%鍵匿で淑少し､ 1972年の516万戸から1985年には約

430万戸と浸ろう｡農業就業人口は年率 3.5- 3.9%淑少し.1972年の687万人

から1985年には410万-43､0万人と在ろう｡総労働力人口に対する農業就業人口

の比率は7%程度にまで下がる｡

W 1985年に米の総需要量は1,210万 トyに浸るが､これを完全自給する｡

壇)麦については､常質量のうちめん数用の小麦は60%程鮭､精麦用はすべて､ビール

麦は50%を国内で生産する｡ これによって小麦は生産量を1972年変の28.4万 ト

ンから55.3万 トンに引上げ､自給率を9%とするO

③ 大豆は食用大豆の需貴の60珍を国内で生産し､全体の自給率を4%から9%に引上

げる｡
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④ 肉数の需要はこれまで急増したが. 1人当り年間消費量は1972年度は1'4.2K鼻で

あ一わ､ 1985年には19KS程度にとどせり､総常葉畳は320万 トンと浸る見込みo

その80%以上を国内で生産することとし､そのために肉用牛の飼蕃頭数を1972年

の177.6万頭から3-30.5万頭､填た豚の飼養頭数を716,8万頭か ら1,179万頭

にふやす.

⑤ 水産物の詫要絃ふえるが､資源の制約から浄極量は伸び悩み､需要の5770を輸入に依

存する｡

(参 このほか､野菜は国内で完全に自鮭､填た牛乳 ･乳製品は94%までを自給する｡砂

糖は自給率を1972年度の20%から28570にまで引J:げるC

⑦ 需要が急増する飼料穀物は国内の生産をふやすにしても限度かあるO このため飼料穀

物を中心に穀物の輸入量は1972年度の2,081万 トンから2789万 トンに壇でふ

える. しかL飼料穀物の世界貿易全体に占めるシェ7は1970-72年平均で21.9

701陀適しており､ これ以上シェアをふやすことはむずかLレ､｡ このためシェアを高於を

いよう国内生産をできるかぎ り増強する(表 10､表 11参照 )｡

表 10 食塩自給率の見通 し(%､ 1972年匿は実演)

食用農産物総合自給率

穀 物 自 給 率

主 食 用 穀 物 自給 率

主賓農産物 の自給 率

米

野 菜

果 物

鵜 卵 .

肉類(鮎肉を除 く,)

牛 乳 ･ 乳 製 FlPq

砂 糖

小 麦

大 ･ は だ か ま

食 用 大 豆

(搾ア由岡等を含めた場合)

飼 料 自 給 率

0

9

1

8

1

6

0

5

8

0

4

6

0

9

8

9

8

8

2

｢⊥

2

4

1 0

0

4

0

6

4

GO

9

6

0

9

1

ハU

O

8

nu
8

9

2

3

6

5

1

1

1

資料 :農政審報告
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表 11 穀物等の輸入数量
( 単 位 キ ト

1972 19

85△穀 顛 20β11 2

7.888穀 物 17.172

23,072麦 敷 6

,805 6,958三三芸三三去●1
10,367 16,114

豆 類 3,639 4■,816(うち搾油用大豆) 2,63'6 4

,000-△砂 飴 2,542 2,787(注) とうもろこし､こうりゃん等には,ラ

イ麦､えん麦等を含む資料 :農政審報告以上が ｢鼻政審報告｣の骨子であ

るが､大変を増産勢力や しても･総合自給率が73%から757To-わずかに2%高まるにすぎを

い｡穀物自給率は42%から37%へ下がるし､小麦と大豆の自給率はともにわずかに9u

'/Vに連するにすぎない｡主賓穀物の増産かそれとも畜産

に孟点をおくかの選択にせせられているといえよう｡この点に関 し ｢E]経センター展

望｣は次のようにコメン トしている｡食横農産物については,これまで総合自給率は1960年

90%､70年76%､72年73%と急激に低下 してきた｡今後 この日胎率がいっ

そ う低下することはのぞましくをい｡世界的を凶作にそなえて米の備蓄を増やす必要があ

るo Lかし反面強い農業保敦政策によって自給率を引き上げることは経済的に高 くつくし､邑際分業の発展を妨げる

ことになって賢明夜政簸 とはいえをV}だろうO自給率に対する考え方 としては

､国内の農薬生産力をできるだけ高めるとともに､不足分は輸入に頼るしかをいのであって

､慈端をナショナル ･セキュT)ティ論や国際分業論は現臭的ではない｡たとえば73年の穀

物輸入畳を国内で生産するために払 915万ヘクタールもの作付百億が必貴であるし(

74年の全耕地は562万-ククール)､他方食料輸入がス トップしても19

54年頃の米審水準は確保できるという試算 もあるoE]経セyクーのも明確を歯ざ

れのよいビジ ョンだ とはいえない｡間島は既に指摘 したように(a)米は完全に自給生産するとし､

(b地 の主賓穀物(麦､大豆)の増産と(C)畜産振興のV}ずれに力点をかくかとい う選択

にかかっていよう｡ これを日本 と世界の今後の比戟生産量を十分に考慮にV,れて考えるべきで

あろうOたとえば肉数の自給率を80%以上でなく50%程度に引下げれば､それに応 じて飼料の輸入 も大幅に減 らすことができ､全体と



しての自給率を高めることができるかもしれ夜Lも,また牧草の生産増加によって飼料輸入

にとって代りう谷との見解も出されている｡畜産把手を抜 くだけ麦 ･大豆といった主要穀

物の増産に力を注ぐことも可能になるのではあるせいか｡主賓穀物絶ちいては世界的供給

不足の懸念があるが.肉穀の輸入につV,ては､入手可能性の不安は少いのではあるせいか｡

4.相互依存の対外経済

重積馨と日経セyクーの長期ビジ可ン蜂次のように要約することが許されようO(a撤経をど

労働集約財生産の開発途上国立地,そこか ら日本-の輸入は既定の事実であると容認 している｡

(b)中簡財(鉄釦や基碇化学工業品)は省資源､省エネルギーの視点から､･また国内の立地雛､

公等防除などの理由から､今後の増産能力のかなりの部分が海外立地に移されるべきである.

(C)したがって今後の匡l内産業と輸出の中核は知識集約的な高付加価値の各種敵城敷く高級化学

製品を含む)である｡

興昧あることに｢経団連試論｣が産業界の実感から､次のようを探刻を懸念を殻げかけてい

ることである｡

(1)産業構造の転換は､市場撤能を活用してあくまで民間主導型で行 うべきである｡これは

｢産構審長期ビジ,ン｣が打出した ｢計画的市場経済｣ とV'う考え方の中で示されている政

府主導型の産業構造転換論に対する批判夜いし懸念であるが､向者の間に根本的を考え方の

差があるとは思えをい｡

(2) ｢世界の工業基地｣ としての役割を認放し､今後の工業立地はあくまで重化学工業を中軸

とする産業の国内立地を中心とすべきで､安易に皇化学工集の海外立地を進めるべきではな

レヽ｡

ttせず､わが国と緊密な関係を有する多くの国々は､わが国の持つ総合的を工業力､技術

力の活用に非常に期待しており､わが国は ｢世界の生産基地｣ としての役割を果 しつつある

事実を確認すべきである｡特に東南アジア等の発展途上国は､鉄鋼､石油化学製品､肥料等

の基礎物資の大部分をわが国に依存しており.また､わが暁に代わる生産基地の扱い手は､

少浸くとも80年代前半までは期待で重なvlと思われる｡従って､発展途上国がこれら=巣

製品の自給力を持つことに対して､わが国として協力することは勿論であるが､わが匝自体

としてもより加工度の高い工業基地を志向しつつ､引続き発展途上国に対するこれら基礎物

資の供給責任を巣さ75:ければ浸らず､限られた国士の有効利用はその意味からも重要であり､

今後､公害防止技術の開発に一層租極的に取組み､環境保全を鹿対条件とした新 しい大規模
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工業基地の開発を国家の重点嶺策として推進する必要がある｡ "

ttをお､最近見受けられるわが国装置製産巣の海外進出促進静､あるV>はわが国の望まし

い亜菜構造の考え方が､ともすれば海外立地プラントからのわが国-の製品輸入の可能性追

求という公書塾産業の追出し論的色彩が強く､受入国の希望する経済開発-の協力とV,う視

点に乏しいことは+分考え直盲をければをら夜い｡M

tt省資源､省エネルギーを実現 し､公署問題を胸決するために,素材型産業は海外に行 く

べきであるとの義論があるか､資振､エネルギー､環境間亀の腐決は世界的友要請であり､

むしろ､生産=程のクローズ ド化を進めつつ､資聴､エネルギーをいかに効率的に利用する

かが最大の間短夜のであるO具体的には､各産巣が賢漁､エネルギーの使用状況を総点検 し

使用絶対量の淑少､消簸原単位の向上､.回収､再生利用などに努める一方､製品面把かV,て

も規格化､部品や材料寿命の一致化をど忙よる過剰品質の排除､省エネルギー型製品の開発.

過匪葱モデル ･チェンジの見直しが必要であり､合わせて過剰包装の廃止､交銘輸送の排除

をど商業 ･物的流通両面における合理化など､社会システム自体の見直しをも含於た省資漁･

省エネルギーの検討が必要である｡〟

I(3)知識集約化軌 いわゆる知敢集約型産業､(字啓開発､海洋開発､電子機券をど)の育成

･では浸く､むしろ既存の孟化学工業の内部で.各部門の知織集約化を囲るべきである｡

tt近年､知敢集約型産巣構造-の転換とV>うことが強く要請盲れているが､知識集紗化と

は､いわゆる知縦産業の育成を推進することだけではをく､各藩菜がそれぞれに省資汲 ･省

エネルギー ･省環境 ･省力化などの技術開発を進め､それぞれの産巣毎に技術集約度､すな

わち知識集約度を高れ 同時に､製品の高加工変化 高付加蝕値化を匪ることである｡"

ところで産構者と経団連の見放の差は､一方中間財-素材型産巣-重化学工業と他方､知

識集約産業-高加工度技術集約型産業-機械産業といったものの概念､それが内包する範囲

をどう考えるかに依存するところが大き､く､両者とも結果として画いているものには大差は

をいC具体的夜相違点として姓､産構馨が鉄鋼をど中間財 ･素材型産業を海外立地に移せと

す鷺施 し､経匝如 それらが宮だ国内産業 .輸出の中扱であるから安易に海外立地に移す

･べきでなvlとする点にある占

そ う･いう主論の根拠としては､産構巷は､国内立地め確保難､省資源 'エネルギーをらび

に公事防除の必要を強訴する｡ これに対 し経団連は､公書防除は国内立地であろうと海外立

地であろうと必要不可欠をことであれ それに襲用を払 った上でをか､国内立地の余地があ

りその方が開発途上国立地 よりも当分の間をお有利である(開発途上国がまだその段階にま
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で遵 していをい)｡省資源 ･エネルギーは素材産業の海外立地によって廠決するのでは浸く､

資源 ･エネルギーの効率的利用によって解決すべきであり､そのために技術開発の振興が不

可欠であるとするのである｡

だがもうーっ､産額馨は､扱械産業に大きくウエイトを移 していくことによって日本経済

はやっていけると見通 しているの忙対 し､経団連は､ 日本の技術開発の立遅れもあって･い

ったい機械産業で十分を雇用 ･所得そして輸出が稼げるのかという点に大きな危供を懐いて

いるようである｡まだその段階に遵していをいと見ているのであろう｡だから素材型産業が

中核だとするのであろう｡

両者の考え方に一つの基本的を相違が見出される｡轟構客は(a)中尚財-素材型産菓-盈化

学工巣と(b蜘 織集約産業-高加工匿技術集約型産業-機械産業(以¶a)を中間財,(b)を機械

と呼んで代表させる)とに2分し､前者から後者-の比重移転 ･転換を推奨 しているo これ

に対 し経団速は､ くt今日の産業構造を全て否定することでは何等問題の解決には:夜ら表ho

今日の我々の生活は今日の産業構造が与えているのであれ また､我々が求めようとする明

日の蕗巣構造 も､今日の軽業構造と全 く非連続的に考え得るものではをい." Lたがって重

化学工業の内部でtt.各産業かそれぞれに省資汲 ･省エネルギー ･省環境 ･省力化をどの扱節

隣発を進め､それぞれの産業毎に技術集約度､す夜わち知識集約度を高め､同時に､製品の

高加工度化､高付加価値化を図ることである"とするOすなわち､中間舟と勧飯とを2分し･

別のカテゴ1)-と見るので夜く､両者はセパレー トできないものであれ 中間財という重化

学=業を母体にし､それのより手のこんだ､ よb技術 ･知詠集約的をものと七耳板械産業部

門が考えられるとするのである｡ この点は経団連の見解が正しいように思われるO私も知識

免新産業を ｢より手のとんだ重化学工巣｣と呼んでおいたo

注1凝 構審長期 ビジ,y忙よると､例えば鉄鋼業についてみると.国内生産は1972年

103百万トy.80年162百万トン(1970-80年の伸び率5.8%),1985年には

173-178百万トン(1980-85年の伸び率1.3-1.9%)巷度と在ろう｡輸出は

1972年の約29百万トンから1980年に約46百万トンへと増加するが.85年には海外

･忙おける製鉄所助 言進み21.2-26.2百万トン-と1980年に比べ等蔽する｡鉄継 の

･海外殻賢弟汁は1980年に約30億rJL,.85年には約100億ドルに達しよう｡このような

見通しが､鉄鋼巣のほかrヒ洋工鼠 紗 iルプ艶 アルミニウム地金､織晦鋭 雑観 機械

●産業(｣蜘 電紬 塊 輸軌 .精軸 に分けて)､乗物財産巣(鏡過払 鍛造品)､

セメント産気 板ガラス産温 さ勝金鼠 工染毛産住宅について与えられてhbt,
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産構馨の採る ｢中間財｣から｢検板｣-という2分法は考え直されるべきであろう｡第1

に､或種の中間財生産(鉄鍋とせよ)を海外立地に移せば.その中間財を使う製品(機械 )

が現地で生産されるようにをることは当然であ9､両者をセJl.レー トして考えるわけにはい

か夜い｡産構巷のように中間財は一触海外立地に移すが轍械部門は日本国内にとどめておく

といっ九やり方はできないはずである｡第2に､中間財-重化学素材部門とそれに加工を加

えた梯枚のいずれを海外立地に移すべきかと択一的選択にせせられると.比較生産費の上で

はむしろ､巨大夜資本装置を要 し.規模経済が重要である中間財は国内生産にとどめておき､

低賃金労働力の活用できる加工部門を開発途上国に移すペきだという､産構啓とは逆の結論

が導かれをいこともをい｡事実､線維､家電撤艶､自動車をど棲準化された製品については

そ うであった｡

他方､経団連が､中間財 ･素材生産の装置型産美を開発途上国に移すのは時期尚早だとし

ているのは､近年のめざせLV,開発途上国の工業化に粍らしてみて､やや消極的にすぎる見

解といえよう｡経団連試論 も ｢わが国産業の海外立地は今後急速を展開を遂げるものと思わ

れるが､現地加工度の高皮化などあくまで受入国のニ｢ズを尊･重 し､発展途上国に診るべき

産業は譲って国際分業体制の確立に努め怠ければをら貴い｣ と述べているが､ここで念頭に

あるのは線維をど労働集約財と,現地資源産品の加工度向上であろうO

産構巷,経団連両者に欠けているものは､ より価かV,商品力テゴ1)-で考えられる細分さ

れた永平分某の導入 ･栂立とV,う点であるO繊維をど労働集約財については､海外立地 LE]

本へ輸入するということは既に広 くア ドミットされている｡ しかしこれは或樫の繊維品は輸

入されるが､ より高級な繊維製晶は輸出されるという細分された水平分業を含んでいる｡部

品を輸出して完製品を輸入するというのも他の水平分業形態である｡同様を純分された水平

分巣が畳化学=業(中間財と機械を併せた)についても漸次考えられ夜ければをら貴い段階

に来ているのであるO

たとえば鉄鍋一貫の製鉄所を近隣匪発途上国に倣次設置することが必賓と怠ってこよう｡

しかLそれはどうしても小規模なものにとどせろう.鉄釦といっても品種が多いわけである

から､1つ1つの製鉄所の生産する品鞄を特定のものに特化させることによって規模経済が

得 られ能率的に浸るUそして現地の需要をみたすとともにEl本にも輸入することにをる｡ 日

本からは別の品種の鉄鋼を輸出することができる｡そういった日本鉄鋼企業の広地域戦略に

よって細分卓れた永平分業体制､ したがってか互にもはやセパレー トできない相互依存

interdependence関係 をきづきあげるべきであるo原料や石油も､日本の必要分だ
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けでをく､近隣諸国のものも共同で､安定確保するといぅた配慮も必要と浸ってこよう｡鉄

鋼を使 う許磯械生産､石油化学=葉上hL,'たものについても､同様な細分盲れた水平分巣体

制を漸次形成していくべきであろう｡

このようにしてはじめて近隣諸国の工業化が､餐工業の段階から重化学工業の段階に高度

化卓れ､やがて日本と同等の経済水準に引上げられよう｡それが日本の対外経弊政兼の究極

のねらいで夜けれは怒らをい｡近隣諸国が日本と同等の経済水準に達 ししかも卦互にセパレ

ー トできない緊密を相互依存関係をきづく･ように浸らなければ､日本cJ国際政治 ;J経済上の

安定もありえ恵いのである｡産構審長期ビジ,yは暗黙に簡 ドイツの産業海進 ･変易構造を

日本がせねるべき1つのモデルと考えているようであるが､西 ドイツ経済はBCtヨーロッ

パ共同体)という経済統合を基盤としていることを見逃しては怒ら希い｡ECと似た状況に

簡太平洋経済地域をもっていくことが1つの目標で怠ければ怒るまい｡

もう一度振 り返ってみると､石油危機以後に出されたEl本経済の長期展望は､その対外経

辞面の ビジ ョンは艶味で､消極的な対応であり､内向きの inward-lookir)gな政策

が画重出されているCただし､(1他 界に稀少を資軌 食複を日本が職人しすぎるのはさしひ

かえるべきであるとし､省資源 ･エネルギー塾の鼓業穐造-の転換,食樹自給率の向上をめ

ざしている｡(2)重化学工策から知識集約産巣への構造転換といった自壊も､資源､入手の制

約､国内立地簸､公害防除とい.,たもの-のやや過剰を反応であり､対外経験政策として積

極的をア トラクティブをEj様を欠いている｡(3)貿易 ･民間設備殻資主導型の高慶成長から福

祉中心の低成長-の転換をめざしているか, これは輸入依存度を減 らすであろうし､輸出を

世界箕易の伸び率を上回.'て著しく伸びることを抑えることに怒る｡これらのことを ｢国際

経済との調和 .協調｣ と表現 しているのであるが,きわめて消極的､内向きの対応とV>うの

外は凌いO､こういう方向で具 して経済に国としての責任が果たせるのであろうか｡

私としては､日本はとくに菌太平洋地域の近隣静国と､資源度数､摩=業､中間財重化学

工業､機械産業のあらゆる執門において細かい水平分業を促進 し̀､.かれらの経済水準を高め､

お互にセバV- トできをい相互依存的係をきづきあげるべきであると思う｡ こういった魅力

ある積極的な対外経済政無目榛が打ち出されるべきである｡そういった構想との関連におい

て､ 日本とオース トラ1)7 ･ニA-ジーランド､ 日本と東アジア(北鮮 ･韓国･台湾 ･香港 ･

中国)､日本と東南アジア､ 日本と南アジア及び中近東をどといった関係を再検討すべきを

のである｡

周 際通貨制度､通商体制､インフt/などの世界経済の混乱を､依然として先進国間だけで
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何とか廃決 しようという傾向があるが､それでは解決が取離であるQ先進諸国はこれま･でI)

ツ7°･サービスに暮れてきた開発途上国問題に真剣把と少組むべき好機である｡アラブの石

油マネ-を有効に利用する可能性もある｡先進国での技術進歩は相対的に行きづせり停滞化

してきただけでなく､ぜtJlたく晶の生産､ ロボット(無人化)生産凌ど襲った方向に技術革

新が向けられている｡既存の技術､.､産業を有効夜直接殻資を通 じ開発途上国に移 していき､

生産性を高める余地は大きい｡またそこでの購買力増大の余地は無限だともいえる｡師発途

上国の経済水準向上に全力を流入 し､南北貿易の再編成をはかることによって､はじめて先

進国のイy7t/と失業も解決のいとロを見出すととができるといえるのではあるせいか｡

5 日鼓経済鯛係

以上のよう夜EI本経済の長期進路をふまえて､ 日本 とオース トラT)了の経済相互依存鮎係は

どのような方向に基本的に動いていくであろうか､また進めるべきであろうかO考えるべき問

題は大きく分けると2つになる｡1つはE]本とオース トラt)アの2国間の直接的経済相互依存

隣係であり､ もう1つ払 両国の世界とくに近隣圏太平洋緒国に対する経済関係の在 り方につ

いてである｡ これを換討するに当って､ 日本だけでなくオース トラ1)7経済の長細進路が明 ら

かにされねはならをいOそれが明示盲れることを期待していたのであるが､いまだ入手するこ

とができをV>｡両国経済の長期進路なつき合わせて､ 日豪経済協力の方向を確立 しようという

のが､ 日豪プロジーク トー般報告の課題であり､ これからの仕事 とLて貌されている｡そこで

オ-ス トラI)7経済の長期進路を私なりに推乱 しつつ､検討すべき両国間の経済政策問題を列

挙 してみることにしたVl｡本節では両国間の直接的経済依存関係を検討し､両国の近隣諸国と

の馳係を次節で論 じてみることにしたい｡

(lJ オース トラ])7経済の長期進路

(a)オース トラ1)了は広大夜地域を擁するが人口が少 く(日本の1億 1,000万人に対 し､

1.200万人 )､1人当 り所得水準をほぼ同じとみると､ 日本経済の約1/10 の小規模

先進富裕経済である｡ 日豪経済の相互依存関係を考えるに当って10対 1とV>う経済規模

比率を明らかに念頭に入れておかねばならをい｡

(b) オース トラ1)了が小規模経済であるということは､種々の意味でのBpeCiali2iation

(国際特化 )を必要とする｡現代の進んだ技術を利用 し､親板経済の利益を実現するには､

それが不可欠である｡事実オース トラリアは輸出構造でみると､かつては鼻牧産品､さい

きんはそれと鉱産物に大きく特化 している｡
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(C) しかし他方､ どこの国でも,また小規模経済であyjても､農薬､鉱業､軽工業.重化学

工業､機械工業などバラy兵のとれた産業構造をもちたVlと欲 し､すべての産業の結花的

育成をはかりがちであるも労働 と土地の全部利用､付加価値の向上､景気循蒙への対抗力

･増加をど(国防上の理由性別として)から､それが ･}ヤ′ステイ7 7 イ盲れている.オース

トラt)7経済の完金蔵用匪先1労働省保護政策はよく知 られているO小規模 ･非能率を繊

維夜ど労働集約工業が保護温存されているO素鉱産物の加工度高上が強 く要望されてV,るO

-連の重化学工業,徽械工業が保護の下で育成されつつあるi ′:

(d)経済効率視点から国際特化が推奨されることと完全展開視点からパラyヌのとれた産業

構造が推進されることとは:明 らかに矛盾する｡ この矛盾はオ-ス トラ1)了のことき小規模

経済においてとくに深刻である｡ この矛盾を止虚し妥協せせる道は､すべての商品力テゴ

7)-(それをどう定義するかはむづかしいことだが )に つ き､商品力テゴ))-内分巣 (特

化)を行 うことをおいて外にあるまいO.これはすでに日本経済について1)コメン r･したこ

とであるが､オーストラ1)ア経済については小規模経済である'のでより強い程度の商品力

テゴ])一内特化が必要とされるということに売る｡

オース トラ1)ア経済について若干例示 してみると次のようである｡

第1に､オース トラ1)ア経済の今後の発展の1つの中心は地下資源開発であろうOその

際鉱石のまま輸出するので夜く或程度加工慶を高めたいとい うの絃当然の要求である｡し

かし労働力不足､高賃金などからみて､敏城など完成品にして強出するので惹く､中間財

つまり素材型重化学工業品として輸出するよう特化することがオース下ラ1)7にとっては

有利を ことではあるまいかO 日本やアジ7-の中腰財供給基地とをることが､1つのプロ

ミユングな進路であろうo

第2に､オース トラリアは日本ならびに東南アジア諸国-の食檀(敷物:t肉類 )の供給

基地 として重大を役割をもつo Lかし東南アジア諸国も食塩輸出によって外貨を稼ぎ､経

済開発の出発点としなければならをい｡そこでオース トラ])了と東南アジアの間の､食糧

生産における随際特化を十分に配慮 しなければ夜ら夜いO

第3に､オース トラ1)アは貿易面からみると第1次商品輸出勧化国であるが,国内産業

構造でみるとエ美化が相当に行きわたり､高い保護に守られて殆んどすべてのエ菜が備 っ

ている｡間魅は小規模 t多種数生産に伴 う高コス ト 非能率である占この非能率を克服す

る道は特化をおいて外にをい｡載工業､中間財生産､扱披工業をど製造工業のすべての分

野をバラyヌをとって持つことは正 しい｡ しかし各産業の中の生産品種は若干の限 られた
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ものに特化すべ'*セあれ 同種製品生産の多数の小規模企業毎集団化 し大規模生産に移す

よう努力すべきであろう｡ この結果､たとえば軽=薬において1枚類は輸出するが他の10

種数は輸入するといった関係に浸ろうO鉄鋼､自動車などといった'もっと細かいカテゴt)

-でみて､それぞれ1麺類は輸出するが他の数穐数は輸入するとV'った､細かい水平分業

を促進すべきなのである｡

第4に･オース トラ.)ア経済は年率4-5570といった着実(steady')かつ安定的海経

･済成長を長期にわたり持続すべきであろう｡ このことは正ノしい｡ しか L経済の規模が小さ

- Vlのでi巨大怒地下資源開発､重化学工業コンプレックスの建設をどに伴い巨額の外国資

本が一挙に流入すると､労働力､経営者､イン7ラス トラクチュアなど国内資源の調達 ･

適応が限られているので.実質的な経済節発よりもイy7レに陥る危険があるo Lたがっ

て年々の外資流入総量をsteadyを経済成長に合致するよう規制することは正当化でき

るし必要を ことであるOそ ういう理由に立脚 して､適切な年々の外資耽入総量とその規制

方策を打出すべきであろうDそうで浸くして､敷源ナシ｡ナ7)ズムとかJ所有 :経営の外

国企業によるコントロールを心よLとしないといった感情的ナシ,ナ1)ズムから､外EEl投

数を排除することは､オーヌ トラ))了の紐済発展にとって好ましいことではあるまい｡

(2) 日豪間の直接的重大隣心事碩

日豪経済は基本的にお互に補完的 (complementary)を構造をもっており､そのた

め高度を相互依存(interdependence)馳係を既に完吹 しているし､今後盲らにいっ

そう高まるであろうO このことは相互にベネフィットの大きい経済交流(貿易と投資)を享

受 していることCL)あらわれであって､歓迎すべきことであるOつまり‥か少に日豪が1つの

国であるかそれとFE]-J程度の連帯感をもう経済総合体であるをらば､高度の相互依存的係 とい

うのは､能率的をプロ7ィツタブルを分業をお互Ije高麗に逸れ か互にウエル7,7を高め

あらでいることの証拠であって､大いに歓迎すべきことなのであるO

･だが､1日豪経済は行過ぎ(over-orexcessiveわ 相互依存駒係に陥っているので

をいかとの反省をh L懸念が表明されつつある｡ほぼ 10:1の関係にある大規模を日本経

済の景気変動か小執襖をオース トラ1)7経済を大きくゆさぶ り困難に陥らせるという問題が

ある｡両匡I間でなく第3園で発生 した緊急事態(石油問題はそ うだか､▲さらに戦争といった

･こと)のために､両国間の貿易が縮小 したり途絶すると､両国の経済活動として国民生活が

全面的に撹乱されるという心配がある.I

経済的概念からいえば相互依存関係が行過ぎとV}ったことはありえ夜V,O高度を相互依存
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関係から発生する経済的凶難(景気変動のイyパク トのことき)に対 して妓適切夜政策が案

出盲れねばならない(後述 )Oだが､ ビジネスのProfitm otivationによる経済関

係のみという段階を越えて,もう一歩緊密を政治的 .経済的 ･文化的遵帝位をか互に保証 し

促進 しあわねばならないという状況に立至っているのではあるせいかC この点にこそ臼教師

像の根本問題が横たわっているとV>えるのではあるまいれ

ゆ 日豪資聴貿易は過大相互依存か.

1つの中心問題は､E]豪経群は資聴貿易について過大相互依存に陥りつつあるのではあ

るまいかという教間であるO鉄鉱石についていえば､日本は総輸入のうち47.5%をオー

ス トラT)アに依存 してV}るし､オース トラ1)了はその生産の80%以上を日本に向けてい

る｡ボーキサイトについては､日本は輸入の60%をオ-ヌ トラl)アに仰ぎ､オース トラ

7)ア忙とってはその総輸出の21570を日本に向けていることにをる｡つまり鉄鉱石とボー

キサイ ト･･7JLlミサに馳する日本のオース トラ1)アへの依存､逆にオーヌ トラリ了の生産

の日本市場-の依存はせことに大きく､ どちらから見ても離れることのできない関係にあ

るO鏑､エツケJL,をど非鉄金属についても､パプア ･.=ユーギニアまで含めると､オース

トラ1)了の重要性は巨大だ｡ 日本の石炭輸入についてのオース トラ7)了の地位はすでに高

いが､将来､石7臥 天然ガスを含めたエネルギー供給鯨としてのオーヌ トラ1)了への動得

も大きho黄するに､オース トラ])了は地下資源の豊富低廉を､かつ安全にして安定した､

El本経済にとって不可欠を供給源である｡逆にオース トラt)7に･とっては日本経群は､巨

大にしてかつ急速に増加しつつある,最 も有望な市場である.

こうした日豪隣係は､悪くいえば､日本はオーストラ7)7に ｢賢汲｣で首根っこをおさ

えられているということであれ オーニス トラ1)了から言えは､ 日本に丸がかえされている

ということであろう｡だが考え直してみると､お互にセパレー トできない陀ど決 く依存 し

あう関係にあるからこそー相互の経済発展､繁栄を協力しなから推進していくという､国

際協力が生み出盲れ促進巷れるのである｡ 日栄隣保は資源受易を通 じセパレー トできをVl

相互依存的係にあるがゆえに､広汎な緊密を国際協力の基礎の上に立たねはならをいので

ある｡

とまれ自費的係は資泳貿易について一体､underr optimum overレ､ずれの

interdependence Kあるのか､またどういう意味でそうなのかが真剣に問われね

ばならをい｡また過大相互依存でないにしても､高い依存であることには間違いが表わの

で､そこから発生する摩擦､両国経済-の据乱を検討し､それに対する緩衝措置を案出せ
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ねば浸らないのである｡

② 農林轟物貿易

オース トラ1)了は地下資源だ吋で竜一く､羊毛､小麦､その他飼料穀物､牛肉､砂糖をど

農牧産品卜ならびに木材､パルプをど林産物の供給源 としても日本経済にとIDて重雛 を

増 してきている｡ E]本市場をめあてにしてオーストラ1)了か増産 しているもの も多Vl｡ こ

こでも過大相互依存かどうか とにかく高い二国間依存閑藤から発生するい く?かの トラ

ブル､ とVlった問題が検討され､その改善策が問われねばをらない｡

日本農業が穀物生産か畜産のいずれに主力を注 ぐかを決定することが先決であろう｡牛

肉や砂糖などにつき､二国間長期勝景契約が成立することが望ましい一つの解決に浸ろう｡

bufferstockschemeの適切な連宮によって,需給と価格の安定がはかられる

べきであろう｡

③ 工業品の全面的永平貿易化

地下資源と農林産物 という一次産品貿易については日本の巨額の入超(たとえば1:10

という)に陥るのは止むをえをい｡ しかしそれは一方は供給醇を他方は市場を大きくそれ

ぞれ相手に依存 Lているとい う切 b離 しえをい相互依存的係であるO一次産品だけに局限

された相互依存陶係は或る危険夜要素を含んでいるし､両国それぞれのバラyスのとれた

経済発展をお互に促進することには役立た貴い｡レーっそ う広汎を面での相互依存B5係が決

められて､一次産品貿易も全体の相互依存馳係の中では適正を(過大で貴い)重要性をも

つものになり､一次産品貿易での一時的故障が全体の相互依存甑係を破顔するような こと

がないように､ 日豪の相互依存関係を高度化 し珠化 しをければ怒らをVl｡具体的陀いえば､

工業品については､起工巣､中間財､機械などいずれの部門についても細かい水平貿易が

広汎に促進されるべきである｡ 10:1とい う日豪経済の規槙の違いから､オース トラ1)

了の対日=業品輸出は橿類が限られるに対 し日本の対索輸出はその数倍の種類のものにを

る､またそれに応 じ=業品貿易では日本の大幅を出超にをるであろう｡工業品については

日本が圧倒的に優位にあり､オース トラ1)了から何も和人するものは老いとい う考え方は

あらためられるべきである｡オース トラ1)アも生産品種を限 り規模経済を集現するよう特

化すれば､低コス トで生産 し対 日輸出できるものがいくつか生まれてくるはずである｡ま

たそ うをるように相互の直接投資を促進すべきである｡

毎) オース トラ､リアの資源関数 ･工業化政策工業品について日豪間の水平分業が促進せれる

かどうかは:､両国の長期的経済発展方向にかか･,ている｡ 日本が範工業だけでをく中間財 ･
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機械などあらゆる工業分野につき水平分業を推進 しなければ漁らないことは既に鋭い允｡

オース トラt)了の長期経済発展方向がこれとどうかみ合うかが問題である6'､ォーヌ トラt)

アが､その豊富､良質､低廉友地下資源を基礎にした重化学工業化を推進もようとするこ

とは､きわめて当然であるといえようO ピルバラ計画その他いくつかめ重砲学工業団地の

開発が話題にのぼっている.だが間愚は､いか売る目的のために(雇用拡大､地域開発な

ど)､ どうい う市場 (国内市場か海外のどの市場か)をめあてた.どの程匿の加=段階ま

でもつか(鉄鉱石をペレクイズする軽度か､高炉をもって銑鉄にするのか､一貫製鉄所を

もち粗鋼をつくるのか さらに-連の機械工業をおこすのかなど｡天然カスの利用につい

ても同様｡) と一い うことである.オース′トラリブはすでに800万 トyの製鉄能力をもっ

ている.これと同規模のものをもう1つもつには,国内常尊向けだけでは市壕不足であっ

て､ どうしても輸出市場を開拓 ･確保せねばをら夜い.近隣の東南アジア諸国､さらにア

ラブ諸国の畳化学工業化計画との親合､補完関係を考慮にいれねばならないし､ 日本の重

庇学工業 との協力鞠係が問題となる｡おそ らくオース トラリアが重化学工業団地をつ くれ

鉄鍋と基礎化学=業晶という中間財の東南アジア-の供給基地に浸ることは望まLhであ

ろうop労働を多 く必要とする機械工業にまで進ぜをV,方が有利であろう｡ こう浸れば日本

もそこで生産される特化中間財を私人することに浸ろうO こうして基礎重化学工業品につ

いての日豪間の水平貿易が拡大するのであるO

線維晶､自動車､その他機械数夜どにつVlての日豪間工業品水平寅易がどうをるかにつ

いては､オース･トラ1)アでは少数機種把特化すべきことを勧告 している産業援助委員会

(IndustryAssis･tもJncecommittee)の活動と成果に依存することが大き

rいであろう｡それに注目したい.

⑨ 日豪の外資政策

オース トラ1)了の資聴開発 ･=美化改発とならんで､それらを促進する能率的な捜V,辛

たる外資に対するオース トラ1)7の政策とくに労働党の外資政策が気がかりであるo明確

な方針を打出してほLレ､ものだ｡他方日本の海外直接投資政策,進出企業の形態､･参加方

式､ど-イゼア夜どが問題である｡ これにういては本報告番に収録したように､西村貞雄 ･

浜田~宏-に上る ｢日本CL,対衷投資｣ とい う庚れた研究が進んでいるo

とまれ日本の対衷投資はいまだ小額にとどせっている｡オース トラ1)アの経済発展を促

進するよ9.いかに日本の投資を拡大するかを日豪双方で究明すべきであるO

⑥ 両国間通商政策の改着 】
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日本は1969-72年の国際収支好調期に貿易自由化を殆んど完成 した.関税 も平均

10%以下に引下げられた｡それにもかかわらず･=業製品については輸入数量規制は殆

ん どをいといってよいが､農産物に関する若干の残存輸入制限をらび紅国葬貿易(slatel

trading)品目が､オース トラ1)了の対日輸出に対する障者になっている｡他方オース

トラt)了は全般的に高関税であ少,バイ･ロー夜ど複雑な駒税制度を鼓 しているO これら

が､オース トラ1)了の対日牛肉輸出の不安定､ 日本の対裏白勧善払出の急増に対するオー

ス トラt)了の競争企業の匝難､国産化率引上げ要求､家電製品の輸入規制亭ど､t̂くつか

の トラブル･相互の悪感情を時々まき起 LてVlる｡雨匡L間の全体の貿易が順調に拡大.して

いることにくらべれはたい したことではをVlのであるが,大きくクローズアップ_される打

開魅の1つは.政策の変更による牡定品目貿易の大巾夜変動 (日本の牛肉輸入0.1?吃)

であ9､もう1つは､日本の僻定品目の輸出増加が急敵にすぎ､オース トラ1)ア側の構造1

調整を幽艶にすることである｡ これらを解決 しsteadyを貿易拡大を保証す尋万乗がな

いはずはをV)｡それを出すべきであるO他方,ガットの新多角的通商交渉の場において､

世界貿易の拡大のたれ 両国が協調 して行動を探るべき分野があるかどうかを検討するこ

とも､一つの量要を課題である｡

⑦ 為替 ･金敵市場の緊密化

E]豪両国は両国間の輸出入を殆んど全部米 ドル唾で行い米 ドルで決済 してVlる｡米 ドル

の価値が不安定に陥.?てからV,くつかの匹.難を生んでいるT とくにオース トラ))アの為

替相場政簾､･あるレ叫ま鉄鉱石長期購買契約価格の米 ドル為替相場翠動に伴う負担の問題な

ど｡そこで円一豪 ドル直接決済 とか､円の国際化とかが話題にのはゥ･ている｡ しかしこれ

はをお時期尚早のようである｡この他､両国の為替市場､金融市場をもっと緊密化する､

できれば一体化する方策が夜いものかが､ 日豪双方で研究書れてきた｡ しかしまだポジテ

ィブな結論を得たとはいえない｡ 両国間の貿易と投資の能率的な拡大のた折に､また国際収

支やイy7レに対する政東の調和化(barmonization)の有効を手段として､両国

間の為替 ･金融市場の緊密化が前進させられねばならをい｡

⑧ スクビライゼイシ｡y政策

E]豪両国経済は相互に緊密を依存関係にあるため-方の変化は他方-敏感に敢響するc

Lかも経済規模が日本は大きくオース トラ1)了は小首いため､ 日本経済の若干の変化はオ

T･ス トヲ))7経済に増幅されて大麻を動揺敵もいたちすb かつて､7メ7)カ経済が くしゃみ

をすると日本経済娃肺炎にかかるといわれたが､それと類似の駒係が日豪経済の間に生れ
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つつある｡

そこで先ず､ E]本経済の景気循拳､成長率の変化 あるいは構造変動といったものが.

どのよう凌ルー トを通って(多分貿易と投資を通 じて)､オース トラ])了の雇用､所得､

物価をどにどの春慶の影響を及ぼすかが､実証的に究明卓れねは食らをho次いで､物価

の安定､安定的成長の持続のためにオーストラリア側でどのような政策(stabiliza-

･tion policy)を諦 じるのか また日本側がそれをサポー トするためどのようを政策

の調和化(harmoni乙ation)をはか りうるかが検討されねは食らをい｡ このような

研究が日豪双方で進展 している｡

⑨ 景気循環衝撃の級衝機構

日本の景気循環､国際収支対策などによってオーストラ1)了の個別産業に一時的を困難

をひき起 している事例がいくつか翫かれる｡長期購買契約を締綜 しているにかかわらずEl

本の鉄鉱石輸入が一時散妹 したことに伴い､オース トラ7)了の或る鉱山開発か中止されざ

るをえ浸かったことが一つである. もう一つは､1974年から75年にかけて日本の牛

肉輸入がス トップされたことである｡ これ らについて日豪いずれかの政府による緩衝備蓄

機構(bufferstock scheme)が静ぜられえをいものであろうか｡羊毛について

は､オース トラI)7政給が､価格の著しい低落を防ぐため､箕上げて在庫するという機棉

が既に設けられている. 日本の畜産振興事業団による肉類価格安定化操作も､ うまく遅営

盲れれは,価格低落時に､輸入をス トップするのでは浸く､輸入 してス トックしておき､

価格騰貴時に市場に放出することかできるはずである｡鉄鉱石についても同様に､日本の

ビジネスが買付けを一時激浪 し価格が低下 した時に､政府が異付け山元にヌ トックしてお

く､そしてやがてビジネスの買付けが増加するように転 じたときにそれに払下げるといっ

た操作ができをいものであろうかO(石油につVlてはこの種備蓄を政府の支援によって行

わざるをえをくなっている)こういう緩衝備蓄機構の運営のために必要を資金は､それほ

ど巨敬に逮するとは思えをい｡それは日本の必要不可欠とする一次産品輸入の価格安定に

大V,把役立つものであり､日豪経済の友好関係 ･連帯性を維持 .拡大するための投資なの

である｡

⑳ 商売計算を越えた友好関係の保証

最後に述べたことからもわかるように､日豪経済関係においては､単に引あう､引あわ

をいというビジネス ･カルキ&レーシ17yだけで夜く､それを一歩趣え允より強い友好関

係､連帯性を強化するをんらかの保証が必要とせれているのではあるせいか｡ 日豪間ほど.
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over-interdependeノn'占e でない･にしても､非常に高い緊密を相互依存関係に浸

るとこC)種の保証が必要 となるのである｡少 くとも相互依存関係を後退させをいとと､一

時的撹乱があるにしても長期的友好関係を破壊 しないことについでのi相互の了解と信頼

がをければ浸るせho

単をるビジネス .カルキA･V-1シ可ンを越えた連帯性保証 としてどん夜措置が適当であ

るかは十分な検討を要 しよう｡上にあげたい くつかの措置はそれに応えるものであるが､

もっと別の措置 も考案されるべきであろう｡ 日豪経済が自由貿易地域を鮭成するとV,.,た

ことも一案であろうが､それにはをお抵抗が多く時期尚早であるように見受けられる｡

経済面だけで浸く政治､文イh 人的交渉を包托 した日豪友好協定 といったものも､上述の

意味の日豪連帯性保証の大きな支えに-在ることはいうせでもをい｡

6 近 隣 議 匡=こ対 す る経 済 協 力

E]本とオース トラ1)アはほぼ同じ高い経済水準 (たとえば1人当b国民所得でみて)に逢 し

てV}るが､東アジアと東南アジア開発途上諸国を間にはさんで､その北と南に遠 く離れている｡

EO(ヨーロッパ共同市場 )のすぼ らしい発展が教えているように､近隣に同じ水準の経済力

に適 した国々が多数あり､それらと経済のあらゆる分野にわた り水平分業を進め､ もはやお互

にセパレー トできない相互依存駒係をもつようになるので夜けれは､ - 園の経済的を繁栄 と

匡l際政治上の安定もありえない｡ このことは日本にもオース トラ1)アにもあてはまる｡

そこで日豪経済は2国間の相互依存関係を高め､お互に経済発展を促進するだけでなく､近

隣開発途上国(その範囲をどこまで広げるかは問題であるが､主に中国を含む束アジア ･東南

アジア諸国を倉敷にかく)の経済開発､ とくに=業化を促進するよう､政府援助､民間投資､

技術移転､人的交流の諸面において緊密に協力すべきである｡それら開発途上国を日豪 と同 じ

水準の経済にまで引上げることを究極の目標 とすべきであるO

この日榛を達成する具体的夜日豪経済協力の方策を案出すべきである｡その詳細は今後の研

究に得たねばをらなhoオース トラ1)了が至近の隣国たるパプア ･ニューギニア､インドネシ

ア､シンガポール､マレーシ7､タイをどの経済開発VCより強い関心をもっていることは言 う

までもをいが､日本 と共同して開発援助をやることが､ よ皇相E率を高めることに在ろう.他方､

日本の関心は東アジア緒国(南北鮮､台湾､香港､中国)から東南アジア諸国へと広汎にわた

るのであるが､その弗発扱助につきオース トラ1)了が参加することが.政治的 ･経済的に望ま

しいのである｡近隣諸国の範囲をインド､パキスタン､さらに中近東､印度洋岸7フ1)カ諸国
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にまで広げるかどうか昧一つの間琴であるが､IOPEC(印度洋岸共同市場 )という構想が

佐藤六郎クループによって操案奄れ,′､それとオース トラリアをらびに日本 との経済関係か検討

卓れてV)ることは､注目されてよい｡

近隣開発途上国の経済水準を引上げる方途は､先ず繊維をど労働集約的工業品生産を､次V}

で若干の中間財生産をとい うように､順次工業をおもに直接投資を通 じて移植し､その製品を

日豪が和人することであるOつま り近隣開発途上国に順次, よb高い工業活動板金を教え､ 日

豪 との水平貿易卑拡大 していくことにある｡それは日豪間の水平分業の促進 と同じ原理に立っ

ている｡つまり目顔が近隣開発途上国考も含みいれたより広い地域にわたって水平分業の組の

E]を広げていけばよいのであるo

オイノレ･マネーを日豪が直接にか間接にかこれら開発途上国-の長如生産目的投資に活用し

うる可能性も生まれてきた｡石油危機以来､非産油開発途上国が著しV,甑糸に直面している今

日､日豪協力による的発援助は緊急にして欠 くべからざる重大課題を卯で泰阜 O :_.1【
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